
大規模災害時における被災者の住まいの確保に関する検討会 論点整理

参考資料

※各ページの表題の冒頭には、論点整理本文の章の番号を記載している。
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【応急借上住宅供与戸数（可能な限り賃貸用空き家で対応した場合）及び応急建設住宅必要戸数】

 既存住宅ストックを活用した応急借上住宅は建設型に比べ短期間で提供が可能である。
東日本大震災においては、全壊・半壊併せて約40万戸の住家被害が発生し、約12万戸の応急仮設住宅が提供されたが、 そのうち、応急借
上住宅は約7万戸。

 首都直下地震では約66万～94万戸、南海トラフ巨大地震では約105万～205万戸の応急仮設住宅が必要になると見込まれる。
 可能な限り賃貸用の空き家を活用する場合、首都直下地震の被害が想定される地域では約87万戸、南海トラフ巨大地震の被害が想定され

る地域では約121万戸の民間賃貸住宅を応急借上住宅として活用することとなり、自治体の事務手続きの負担は膨大になると想定。
 応急仮設住宅の必要戸数について可能な限り賃貸用の空き家を活用したとしても、首都直下地震では、東京都において約8万戸、南海トラ

フ巨大地震では、中部地方で約37万戸、四国地方で約25万戸、近畿地方で約19万戸、九州地方では約4万戸の応急建設住宅が必要。

2. 大規模災害の被害想定から算出した応急仮設住宅の必要量の推計

首都直下
地震

応急仮設住宅
想定必要戸数

賃貸用の住宅
空き家戸数※１

応急借上住宅
供与戸数※２

応急建設住宅
必要戸数※３

茨城県 3,754 79,100 3,754 －

栃木県 207 62,200 207 －

群馬県 239 59,600 239 －

埼玉県 110,114 170,300 110,114 －

千葉県 69,473 159,500 69,473 －

東京都 567,050 489,600 489,600 77,450

神奈川県 192,906 248,400 192,906 －

山梨県 5 30,000 5 －

静岡県 5 110,600 5 －

計 943,753 1,409,300 866,303 77,450

南海トラフ
巨大地震

応急仮設住宅
想定必要戸数

賃貸用の住宅
空き家戸数※１

応急借上住宅
供与戸数※２

応急建設住宅
必要戸数※３

関東地方 47,907 1,350,600 47,907 －

中部地方 743,849 445,700 377,788 366,061

近畿地方 705,123 561,900 517,241 187,882

中国地方 107,628 176,300 107,628 －

四国地方 338,689 92,800 92,800 245,889

九州・沖縄地方 109,486 323,700 65,030 44,456

計 2,052,680 2,951,000 1,208,394 844,288

※１・・・総務省「平成25年住宅土地統計調査」（腐朽・破損なしの戸数）
※２・・・可能な限り賃貸用空き家で対応した場合で各県ごとの戸数を合計したもの。実際には、既存の空き家が全て応急借り上げ住宅として活用できるわけではない。
※３・・・ブロック内で必要戸数を確保しようとする場合。

南海トラフ地震については、平成15年当時に既往最大として想定したM8.7をレベル１の地震、四国全域と中部・近畿・九州の一部が震源域に入る理論上最
大のM9.0をレベル２の地震とした場合に、より現実的なレベル１の地震の際に被害をゼロにするような対策を講じ、その際に最低限必要となる需要に基づ
いた住まいの確保策を検討する必要があるのではないかとの指摘があった。南海トラフ地震について、より現実的なレベル１の地震の際の全壊棟数は約
49万～96万棟と推計されている。



Q 応急仮設住宅として供給可能な民間賃貸住宅

の戸数を把握していますか。

Q 災害に備えて民間賃貸住宅の被災者への提供

に関する協定を関係団体と締結していますか。

Q 協定の運用細則を定めていますか。

※都道府県に対するアンケート調査結果（平成２７年３月）（４７／４７回収）
※「首都直下」「南海トラフ」は首都直下地震、南海トラフ巨大地震により住家被害が想定されている都府県の集計結果

協定締結100％
都道府県が締結95.7％

居住支援協議会が締結4.3％

(n=47)

首都直下 100%
南海トラフ 100%

ある程度

把握している

12.8%

把握していない

76.6%

その他

6.4%

無回答

4.3%

(n=47)

首都直下 22.2%
南海トラフ 15.8%

定めている

27.7%

策定予定

38.3%

未定・予定なし

12.8%

その他

6.4%

無回答

14.8%

(n=47)

⾸都直下 66.7%
南海トラフ 26.3%

山形県では、事務手続きの軽減のために、被災者の入退去手続や家主
への家賃の支払い等の業務を、（社）山形県宅地建物取引業協会及び
（社）全日本不動産協会山形県本部へ委託。

〔資料：山形県資料を基に作成〕

業務委託契約

山形県

住宅所有者 被災者

賃貸借契約
（賃料･修繕負担金)

各会員(宅建業者)

県宅協及び
全日県本部

借上げ決定通知、入居決定通知
借上げ賃料、業務委託料等の支払

借上げ料・
負担金の支
払い（受領
委任）

入居申込等の送付

借上げ住宅
申込み

入退去決定
通知

仲介手数料等支
払い（受領委任）

借上げ決定通知

申込み 通知

（新潟県）

新潟県では、平成２４年４月から「家賃の振込」「入居申込みの対応」「退
去の手続き」を（公社）新潟県宅地建物取引業協会に業務委託。

（山形県）
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【民間賃貸住宅の活用に向けた準備】

【民間団体との連携による事務負担軽減の事例（東日本大震災）】

 民間賃貸住宅の提供に関する協定は全都道府県で締結済だが、応急借上住宅の基準や経費の負担等を規定する運用細則を定めている
のは約３割。応急仮設住宅として供給可能な民間賃貸住宅戸数の把握は約１割にとどまっている。

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(1)入居迅速化のための関係団体との役割分担等



【地域別の敷金、礼金等の初期費用】

〔国土交通省（2007）「民間賃貸住宅に係る実態調査」 より内閣府作成〕
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/07/070629_3/02.pdf

16都道府県別の初期費用の平均額 [ヶ月] （2007）
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更新料の平均額（ ヶ 月、 平成19年度）

平均額(ヶ 月)
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〔国土交通省（2014）「平成26年度住宅市場動向調査報告書」より内閣府作成〕
http://www.mlit.go.jp/common/001084318.pdf

都市圏別の各種初期費用が家賃1ヶ月分以下である割合 [ % ] （2009）

 敷金については、近畿圏以西が関東以北より高くなっており、首都圏では約７割が家賃１ヶ月分以下となっている。
 礼金については、近畿圏が中京圏・首都圏より高くなっており、首都圏では約９割が家賃１ヶ月分以下となっている。
 更新料については、全国的にそれほど差はなく、８割以上が家賃１ヶ月分以下となっている。

※調査対象：財団法人日本賃貸住宅管理協会会員（有効回答 175社）
※2009年度に契約した物件の平均値

※調査対象：民間賃貸住宅に居住する世帯（有効回答 525世帯）
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※シナリオを付与して、応急借上
住宅の提供に係る事務マニュア
ルの流れを確認

〔千葉県より提供された資料を基に内閣府作成〕

【応急仮設住宅の供給に係る訓練の例（千葉県）】

 千葉県では、市町村及び関係団体と連携し、応急建設住宅の配置図作成や、応急借上住宅の入居資格の確認等の訓練を実施している。
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5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(1)入居迅速化のための関係団体との役割分担等

■訓練の目的
発災時に提供する仮設住宅について、

①応急仮設住宅の供給に関する事務の流れ
②市町村が行うべき作業内容

を理解し、応急仮設住宅供給に係る対応能力の向上を図る。

■訓練の内容
１．初期対応 ： 応急仮設住宅の要望戸数の把握

２．建設仮設の供給 ： 建設予定地の状況調査

３．借上仮設の供給 ： 入居資格要件の確認

演習１－１ 応急仮設住宅の要望調査

演習１－２ 応急仮設住宅の要望書（当初）作成

演習２ 建設予定地の配置図完成

演習３ 入居資格認定書の交付



〔被災者の住まいの確保に関する取組事例集（平成２７年３月内閣府）より抜粋〕

 応急借上住宅に係る事務のうち、賃貸借契約の書類作成、入居者の要件確認、使用許可の被災者への通知、個別住宅に係る賃料支払いに
ついては、都道府県が役割を担っている割合が高い。
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災害発生前 災害発生から入居確定 入居期間中

○応急借上住宅の基準の設定、定
期的な更新

○協定の締結、役割分担の明確化
○定期的な会議の実施

○応急借上住宅候補物件リストから、市町村ご
とに必要な応急借上住宅戸数を決定

○応急借上住宅の決定、通知（関係団体へ）
○住宅所有者との契約締結
○入居者の募集
○入居者の決定、使用許可決定通知（関係団

体へ）

○家賃等（退去修繕負担金、賃料）の支払い（関係団体に一括）
○修繕（契約により都道府県が行うこととされたもの）
○他の用途との併用の承認
○模様替え・増築の承認
○中途同居者の承認
○入居者の死亡・退去時における同居者の入居承継の承認
○不正入居者等に対する明渡しの請求

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(1)入居迅速化のための関係団体との役割分担等

（民間賃貸住宅の被災者への提供について都道府県が行う事務）

15 13 13 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

市町村

関係団体

未定

無回答

（N=42） 賃貸借契約関係の書類作成

（民間賃貸住宅の被災者への提供についての各関係者の役割分担）

15 12 1 13 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

市町村

関係団体

未定

無回答

（N=42） 入居者の要件確認

12 3 12 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

市町村

関係団体

未定

無回答

（N=29） 使用許可の被災者への通知（二者契約の場合）

※三者契約のため該当なしを除く

30 1 10 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

市町村

関係団体

未定

無回答

（N=42） (6) 個別住宅に係る賃料支払業務

〔応急仮設住宅等に関するアンケート調査結果（平成２８年１２月調査）〕

【民間賃貸住宅の被災者への提供に係る関係者の役割分担】



【関係団体の協力を得て実施することが特に効果的と考えられる事務（案）】 （１／２）

関係団体の協力を得て実施することが可能な事務（事実行為に関する事務） ※１

特に効果的と考えられる事務（案）※２

関係団体の専門知識・
ネットワークを活用

地方公共団体の
事務負担の軽減

災
害
発
生
前

応急借上住宅の候補となる住宅の募集、登録に関する事務

応急借上住宅の候補となる住宅の空家状況及び事業者への借上げ希望意思の確認に関する事務

応急借上住宅に協力する意向のある住宅所有者、団体会員のリストアップ・定期的な更新（可能で
あれば物件情報の事前リストアップ）

○

災
害
発
生
か
ら
入
居
確
定

応急借上住宅の候補物件リストの作成（応急危険度判定の結果・ライフラインの使用可否・住宅所有
者の意向の確認を含む）

○

借上げ決定通知（住宅所有者へ）

住宅所有者に対する「賃貸借契約書」の説明、署名捺印依頼と、当該物件に係る「重要事項説明書」
の作成

○ ○

募集のための文書の作成

申込みの受付 ○

被災者への入居確定までのスケジュール等の説明 ○ ○

入居者の要件確認 ○

使用許可決定通知（被災者へ）

入居手続を行う宅建業者等を紹介

被災者への注意事項説明（禁止行為、善管注意義務、原状回復等）、鍵渡し ○ ○

 応急借上住宅の候補物件リストの作成、「重要事項説明書」の作成、被災者への注意事項説明等については、関係団体の専門知識・ネッ
トワークを活かすことで、効率的に実施することが可能。

 入居申込受付、入居者の要件確認、家賃等の個別の住宅所有者への支払い等については、関係団体の協力を得て実施することで、地方
公共団体の事務負担を特に軽減でき、手続きを迅速に進めることが可能。
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【関係団体の協力を得て実施することが特に効果的と考えられる事務（案）】（２／２）

関係団体の協力を得て実施することが可能な事務（事実行為に関する事務）※１

特に効果的と考えられる事務（案）※２

関係団体の専門知
識・ネットワークを活

用

地方公共団体の
事務負担の軽減

入
居
期
間
中

被災者の入居実態の定期的な確認 ○ ○

家賃等（退去修繕負担金、賃料）の支払い業務（個別の住宅所有者への支払い） ○

修繕行為（契約により都道府県が行うこととされたもの） ○

近隣地域との調整、騒音・迷惑行為対応等 ○

緊急時巡回 ○

他の用途との併用の承認に関する申請の受付、承認の通知行為

模様替え・増築の承認に関する申請の受付、承認の通知行為

中途同居者の承認申請の受付、承認の通知

入居者の死亡・退去時における同居者の入居承継の承認申請の受付、承認の通知

不正入居者等に対する明渡しの通知行為

退
去
時

借上契約満了の場合の借地借家法38条4項（普通借家契約の場合は34条1項）に基づく通知行為

入居者からの退去予定届の取次ぎ

退去時の物件確認（退去修繕負担金を超える原状回復費用・残存物の処分費用について説明、鍵・退
去届け等の受け取り）

○

そ
の
他

収入の申告の受付

媒介業者に対する仲介手数料の支払い業務 ○

損害保険会社に対する借家人賠償責任保険の保険料の支払い業務 ○

※１ 上表の「関係団体の協力を得て実施することが可能な事務（事実行為に関する事務）は、被災者の住まいの確保に関する取組事例集
（平成27年3月内閣府）に掲載している「外部委託が可能な事務（事実行為に関する事務）」を転載。

※２ 「特に効果的と考えられる事務（案）」は、応急借上住宅の物件の選定において「被災者自らが探す方式」を採用した場合を想定。
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【熊本市における市営住宅等、仮設住宅（みなし仮設・プレハブ仮設）提供の考え方】

○早期提供が可能（既存施設利用）

○地域性に配慮（地域を限定）
▲提供（用地選定・新設）に時間かかる

プレハブ仮設住宅
541戸

市営住宅等※2

（目的外入居）
260戸※3

被
災
者

要援護者
以外

要援護者

○要援護者への配慮（マッチングによる入居）
○早期提供が可能（既存施設活用）

要援護者※4に対し、
個別訪問等を行い、可能な限り
その方に合った住宅を提供
（一部損壊も対象）

○広範囲で大量に提供可能
○早期提供が可能（既存施設利用）
○選択肢が多い

地域性から、
市営住宅等や
民間Ａ賃貸住宅への
入居が困難な被災者※1

民間賃貸住宅借上げ制度
（みなし仮設）

7,727戸※3

③東区：2団地92戸

②南区富合町：2団地55戸

①南区城南町：5団地394戸

○プレハブ仮設住宅の入居者選定
・募集範囲の小中学校に通学する児童がいる世帯
・要援護者が居る世帯
・従前コミュニティ単位による入居
を考慮し、優先順位を決めて入居者を選定

↓
入居者が自宅再建等により退去した
空室については、補充募集を実施

＜地域性＞
①南区城南町 ②南区富合町

・被害家屋が多い ・農業従事者が多い
・地域コミュニティの維持が必要
・既存公営住宅・民間賃貸住宅が少ない

③東区
・民間賃貸住宅も含め、被害家屋が多い

※1：半壊は、「住み続けることが危険な程度の傷みがある家屋」又は「生活環境保全上の支障となっている損壊家屋」の場合
※2：市営住宅、特定優良賃貸住宅、サービス付き高齢者向け住宅、国家公務員住宅
※3：平成28年12月31日時点の入居戸数
※4：要介護認定１～５、身体障害者手帳１～４級、療育手帳Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２、精神障害者保健福祉手帳１～３級

妊婦、１歳未満の乳児（５月末）がいる世帯。

・全壊
・大規模半壊
・半壊

市営住宅等※2

（目的外入居）
381戸※3

自ら入居先を探すこと
が可能な被災者※1

自ら入居先を探すこと
が困難な被災者
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〔出所：熊本市提供資料より内閣府作成〕

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(1)入居迅速化のための関係団体との役割分担等



【熊本市における要援護者向けマッチングのフロー】

〔熊本市提供資料より内閣府作成〕

 2-2で作成した調査票をもとに、世帯毎に希望区・校区、介護度や障がい内容・程度、妊婦・乳幼児数、世帯構
成・人数等を勘案し、まず可能な限り希望に沿った地域を選定、さらに世帯毎にエレベーター、バリアフリー、階
数などに配慮して決定

各世帯の収入状況にも配慮し、市営住宅・特優賃・サ高住の紹介も実施

市営住宅：空き部屋の確認とともに、緊急的な修理を経た提供可能な住宅を確保
特定優良賃貸住宅（特優賃）：空き部屋の確認とともに、緊急的な修理を経た提供可能な住宅を確保
サービス付高齢者向け住宅（サ高住） ：一部事業者に連絡し、空き室を確保
国家公務員住宅：九州財務局から国家公務員住宅を借り上げ、提供可能な住宅を確保

3.住宅の確保

4.住宅と要援護者
のマッチング

個別勧奨チーム編成：健康福祉局の職員と他自治体の応援保健師の2名を一組として、14チーム編成
個別勧奨チームによる巡回調査：避難所計63ヶ所を2日間で巡回し、個別面接を実施
福祉避難所等の受入施設の意向調査：応援職員含む各所管課職員（応援職員含む）が直接訪問、趣旨説明・

入居意向を確認
その他広報等：各避難所のチラシやHPへの掲載、地域包括支援センター等への周知依頼

2-2.要援護者の
意向調査等

要援護者の把握：各区の避難所名簿や避難所世帯調査をもとに、対象となる要援護者を把握
対象者決定：「災害時要援護者名簿」等を参考に対象者を決定。具体的には次のア～ウのとおり

• ア．要介護者（要介護認定1～5） イ．障がい者（身体障害者手帳1～4級、療育手帳A1,A2,B1,B2、精神障害者保健福祉手帳1～3
級） ウ．妊婦及び1歳未満の乳児がいる世帯

 要件決定：次のア～ウのとおり決定
• ア．平成28年4月14日時点において熊本市に住所を有している方 イ．当該災害により住家に損壊を受けられ、居住する住宅がない

方 ウ．現に避難所等に避難されている方及びそれと同様の状況にある方

2-1.対象者の把握と
要件の決定

聞き取り調査：入居後、心身の健康問題や介護、経済面など支援が必要な世帯を把握するため、市営住宅及
び応急仮設住宅等の入居者に、看護師の戸別訪問による聞き取り調査を実施

見守り・サービス提供：聞き取り調査の結果、必要に応じて、地域支え合いセンターの看護師による継続的な見
守り実施。また地域包括支援センター等の関係機関、関係課と連携して必要なサービスを提供

 入居説明会：各要援護者へマッチング結果を電話連絡し、了承いただいた方に説明会を実施
• 説明会では、入居ルール、入居者負担等の説明と共に、申込書・一時使用許可証・誓約書に記載いただき鍵渡しも実施
• 説明会は、入居手続き等の違いから、住宅種別（市営住宅・特優賃・国家公務員住宅）毎に日を変えて実施
• 計3回のマッチング（5/13・5/14,  5/19,  5/26）、 3日の説明会を実施（5/17～5/20,  5/21,  5/30）

5.⼊居

6.⼊居後の取組

 福祉部門と住宅部門で「住まいと福祉に関するプロジェクト」設置1.プロジェクト設置
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H28.4.26

把握
H28.4.30〜

5.2

H28.5.7〜
5.11

⾒守り・
サービス提供
H28.5.25〜

決定
H28.5.3

H28.5.17〜
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茨城県 46,300

栃木県 34,200

群馬県 35,100

埼玉県 76,900

千葉県 97,600

東京都 109,500

神奈川県 95,300

山梨県 20,600

静岡県 55,100

計 570,600

関東地方 564,800

中部地方 266,000

近畿地方 398,900

中国地方 185,600

四国地方 124,100

九州・沖縄
地方

292,600

計 1,832,000

■「その他の住宅」の戸数（腐朽・破損なしのもの）

首都直下地震 南海トラフ巨大地震

〔総務省「平成25年住宅・土地統計調査」〕

二次的住宅
5.9%

（360,700）

賃貸用の住宅
54.7%

（3,319,600）

その他の住宅
35.1%

（2,128,700）

売却用の住宅
4.2%（256,200）

一戸建（木造）
65.9%

（1,403,500）

■空き家の種類別内訳（腐朽・破損なしのもの）

長屋建
3.5%（74,100）

共同住宅（木造）
3.4%（71,500）

共同住宅（非木造）
22.9%

（594,300）

一戸建（非木造）
3.7%（77,800）

その他
0.7%

（13,900）
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【空き家の状況について】

 空き家には、「賃貸用の住宅」「二次的住宅」「売却用の住宅」「その他の住宅」等があり、居住世帯が長期にわたって不在等の「その他
の住宅」が「賃貸用の住宅」に次いで多い。

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(2)個人所有の空き家等の有効活用



【応急借上住宅における設備の設置】

災害時における民間賃貸住宅の活用について【被災者に円滑に応急借上住宅を提供するための手引き】
（H24.12厚生労働省、国土交通省）（抄）

応急借上住宅として契約する物件の設備について、応急建設住宅では５点セット（エアコン・ガスコンロ・給湯器・照明器具・カーテン）が
標準設置されていることを踏まえ、できるだけ５点セットが設置されている物件を選定することが望ましい。

• ５点セットが設置されている民間賃貸住宅は少ないと考えられることから、不足している設備の設置及び設置費用の負担方法につい
て、あらかじめ検討することが望ましい。

• 例えば、不足している設備を住宅所有者の負担で整備し、必要に応じて家賃を改定しておくことが考えられる。
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5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(2)個人所有の空き家等の有効活用



 岩手県が東日本大震災の被災者向けに応急借上住宅として借り上げた物件のうち、契約書に仲介業者の記載があったものは約７割。特に沿
岸部で被災時の住所と同一市町村内に応急借上住宅を確保したもの（下図）について、仲介業者の記載が少ない。

〔岩手県の借り上げ仮設住宅における契約物件及び入居世帯の実態
（ＢＲＩ－Ｈ２５講演会テキスト）（建築研究所 米野史健）に加筆〕

契約書への仲介業者の記載状況（移動状況別）

注）
①被災前と同一の市町村内で応急借上住宅を確保
②沿岸部の他市町村で応急借上住宅を確保
③沿岸部に隣接する市町村（遠野市、住田町、一関市のいずれか）で

応急借上住宅を確保
④内陸部（盛岡市、花巻市、北上市、奥州市等のいずれか）で応急借上住宅を確保

【空き家バンクに登録された住宅の活用】

 南阿蘇村では、空き家バンクに登録された住宅を、熊本地震で被災した被災者に対し、応急借上住宅として貸与している。
応急借上住宅の期限後は、当事者同士の契約により住み続けることも可能となっている。

【制度概要】
空き家バンクに登録された空き家をみなし応急仮設住宅として活用するもの。
※一部改修が必要な空き家は、改修費等の（貸す人が負担）の補助あり。（賃貸契約
成立後、６０万円を上限に改修費等の３割を補助。）

【復興に向けて】
南阿蘇村では、仮設住宅、みなし仮設住宅の期限である震災から２年経過
後に、自己資金で住居を再建できない人、村に戻ってきたい人に向け、空き
家バンクの登録件数を増やすべく、村内全域を対象とした空き家探し調査を
平成28年10月１日から実施予定。（空き家の立地状況（使用可能・不可
能）・空き家修繕の必要性等）

〔熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策検討ワーキンググループ（第３回）資料〕

【岩手県における応急借上住宅の契約実態（東日本大震災）】
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9.9%

13.5%

48.7%

53.5%

20.6%

15.9%

8.8%

6.1%

5.6%

4.1%

3.7%

2.0%

1.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年1月時点

(n=374)

平成21年8月時点

(n=245)

0件 1～9件 10～19件 20～29件 30～49件 50～99件 100件以上 空白

10件未満58.6% 10件以上40.3%

10件未満67.0% 10件以上29.3%

【空き家バンクの実施状況】

 空き家バンクについては、約17%の都道府県、約63%の市町村において実施されている。空き家バンクの登録件数が10件以上の市町村は
約40%とそれほど多くないが、約5年前と比べると増加してきている。

 物件情報の収集・登録における課題として、居住可能な水準の空き家が少ないことを挙げる市町村が約30%あるが、「地域内の空き家の状
況を把握していないため、収集活動ができていない」ことを挙げる市町村も約39%ある。

空き家バンクの実施状況及び今後の実施方針

2.9%

65.7%

5.7%

25.7%

0.0%

80.0%

3.3%

16.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

空白

現在、実施しておらず、今後も実施の予定はない

現在、実施していないが、今後は実施する計画が

ある

現在、実施している

25年度 (n=30)

21年度 (n=35)

（都道府県）

0.9%

30.9%

13.8%

54.4%

0.3%

23.4%

13.4%

62.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

空白

現在、実施しておらず、今後も実施の予定はない

現在、実施していないが、今後は実施する計画が

ある

現在、実施している

25年度 (n=595)

21年度 (n=450)

（市町村）

（市町村）

空き家バンクの登録件数

39.3%

10.2%

59.1%

29.7%

4.0%

11.5%

15.8%

15.2%

35.5%

16.3%

63.3%

33.5%

4.1%

10.6%

17.1%

8.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

地域内の空き家の状況を把握していないため、収集活動ができ

ず、登録数が少ない

地域内の空き家の絶対数が少なく、登録可能な物件が少ない

地域内に空き家はあるが、賃貸等に応じない所有者もいて、登録

数が少ない

居住可能な水準の空き家が少ない

行政以外の運営主体では、所有者に登録を依頼する際の信頼が

得られにくい

審査や現場調査の実施能力・スキル不足により、登録可否の的確

な判断が困難

物件そのものの情報以外の情報（生活関連情報）を入手、整備す

る時間・人手がない

その他

25年度 (n=374)

21年度 (n=245)

（市町村）

物件情報の収集・登録における課題

〔「空き家バンク」を活用した移住・交流促進事業自治体調査報告書（H26.3一般社団法人移住・交流推進機構）を基に内閣府作成〕
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【災害の被害認定基準等の適正な運用の確保調査（平成２９年度予算）】

○熊本地震等の近年の災害における経験を踏まえ、被害認定調査
における写真判定の導入等について検討し、被害認定基準運用
指針等に反映させる。

【検討内容のイメージ】
・応急危険度判定や地震保険の損害調査との基準の
違い・役割分担

・写真判定の導入等による事務負担の軽減策

○被害認定調査は、各種被災者支援策の判断材料として活用され
る罹災証明書交付の前提となるものであり、発災後速やかに実
施する必要がある。

○特に大規模災害の際には、実務経験のない地方公共団体職員
等の応援も受けながら調査を進める必要があることから、近年
の災害における経験も踏まえ、事務負担を減らしつつ、適切に調
査・判定を行える方法について検討する。

事業概要・目的・必要性 事業イメージ・具体例

熊
本
地
震
等
の
経
験

運用指
針等の
見直し

各種基準の違いや役割の明確化
・大規模地震発生時に実施される応急危険度判定
や地震保険損害調査との基準の違い・役割分担に
ついて整理。

調査方法の簡素化による事務負担の軽減
・迅速な罹災証明書交付のため、写真判定の導入
等による事務負担の軽減策について検討。

 内閣府では、熊本地震等の近年の災害における経験も踏まえ、罹災証明書交付の前提となる住家被害認定調査について、事務負担を減らし
つつ、迅速に調査・判定を行える方法を検討することを平成29年度に予定している。

〔内閣府作成〕
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【津波被害を受けた住家の被害認定調査（東日本大震災）】

 東日本大震災では、津波被害を受けた住家被害認定調査の迅速化のため、航空写真を活用した。

平成２３年東北地方太平洋沖地震に係る住家被害認定迅速化のための調査方法
について （H23.3.31内閣府）（抄）

平成２３年東北地方太平洋沖地震に係る住家被害については、以下の方法によ
る第１次調査により被害を認定し、これに基づいて、り災証明書を発行することが
できることとする。

１．津波による住家被害
津波による住家被害に関する標準的な調査・判定方法は現行の「災害に係る住

家の被害認定基準運用指針」では定められていないが、水流、浸水等による被害
が多く発生していることから、水害の調査方法を参考にすることができると考えら
れる。

一方で、大量の汚泥やがれきを含んだ海水が住家に被害を及ぼしているという
状況を踏まえると、一般的な水害よりも大きな住家被害が発生していることが想定
される。

また、膨大な調査棟数、現在の被災市町村の被害認定業務実施体制に鑑みる
と、事務の大幅な簡素化が求められている。

これらの状況を踏まえ、この度の災害の津波による住家被害については、以下
のとおり、第１次調査を実施する。

①まずは、航空写真を活用して、対象住家が津波により流失したかどうか確認。
②流失した住家については、全壊と判定。
③流失しなかった住家について、「住家被害認定調査票 津波 第１次」（別添１）を

参考に、外観の目視調査だけで、全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊の被害の
程度を判定。

空中写真（東北地方太平洋沖地震：仙台市若林区荒浜周辺）
〔上：被災前（2008年撮影） 下：被災後（2011年3月12日撮影）〕
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【補修型の応急借上住宅の提供に係る手続きフロー】

〔熊本県・熊本市（2016）2016 年 5 月 17 日に実施された熊本市の補修型みなし仮設制度にかかわる説明会資料より内閣府作成〕

被害認定調査とは異なったタイ
ミング、調査員で実施された。
熊本市では、候補住宅のチェッ
クは５月末にはほとんど完了し
ていた。
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【補修型の応急借上住宅の構造安全性の確認】

〔熊本市提供資料より内閣府作成〕

 熊本市では、賃貸住宅の構造安全性の確認を以下のフローで実施した。

構造安全性の確認

改修や詳細調査

構造安全性の確保

• 家主、不動産事業者等により建築士等を手配し、「建築物の応急危険度判定調査票」を用いて構造安全性の確認を実施する。（候補物件リストに登録さ
れ、保険法人検査員により確認済の場合は不要）。

• 「構造安全性が確認されたことを示す書類」（任意書式）の作成を調査した建築士等に依頼する。

• 現時点では補修費支援の対象とならない。改修や詳細な調査により構造安全性を
再度確認することが必要である。

• 改修等の結果、構造安全性を確認でき、みなし仮設の要件に該当する方が入居す
るなど、条件に合えば補修費支援の対象となる。「構造安全性が確認されたことを
示す書類」（任意書式）の作成を調査した建築士等に依頼する）。

構造安全性のチェック概要

手順
住宅構造

RC造・SRC造 S造 木造

①調査票「１ 一見して危険と判断される」 「該当」の場合はNG。「非該当」の場合は②を実施する。

②調査票「２ 隣接建築物・周辺地盤等及び構造
躯体に関する危険度」

住宅構造ごとに設定された下記項目のいずれかが「Bランク」、「Cランク」であった場合はNG。そうでない場合は③を実施する。

• 隣接建築物・周辺地盤の破壊による危険
• 地盤破壊による建築物全体の傾斜
• 不同沈下による建築物全体の傾斜
• 柱の被害
※柱の損傷度Ⅲ（ひび割れ幅2mm以下の損傷）以
下のものがあってもNGと判断しない。

• 隣接建築物・周辺地盤の破壊による危険
• 不同沈下による建築物全体の傾斜
• 建築物全体又は一部の傾斜
（以下は、被害最大の階）
• 部材の座屈の有無
• 筋違の破断率
• 橋梁接合部及び継ぎ手の破壊
• 柱脚の破損
• 腐食の有無

• 隣接建築物・周辺地盤の破壊による危険
• 構造躯体の不同沈下
• 基礎の被害
• 建築物の1階の傾斜
• 壁の被害
• 腐食・蟻害の有無

③調査票「３ 落下危険物・転倒危険物に関する危
険度」

ここでBランク、Cランクとされた物件は、損傷部分について、今回のスキームの中で補修を実施する。

表：構造安全性の確認手順（概要）

NGOK

図：判定事例イメージ
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【補修型の応急借上住宅に係る補修費の支援の概要】

〔熊本県資料より内閣府作成〕

 熊本県では、賃貸住宅の貸主や管理者向けに、平成28年熊本地震により損害を受けた民間賃貸住宅を補修の上、応急借上住宅として
提供する場合には、補修費（入居時修繕負担金）の支援を行った。

 補修費支援の概要は下表のとおりである。

対
象
要
件

１．平成２８年熊本地震発生以降に、補修・入居が行われる物件であること。

２．建物の構造の安全性が確認されていること。
（注）確認が終わっていない物件については、家主、不動産事業者等により、１級建築士、２級建築士、木造建築士又は

応急危険度判定士を手配し、構造安全性の確認を行う。

３．県による借上げに至った物件であること。
（注）借上げには、入居者要件（全壊・大規模半壊等の被災者であること）のほか、家賃要件（４名以下の世帯は原則月額
６万

円以下等）等がある。

対
象
工
事

○対象となる補修工事の範囲は、地震の被害と直接関係あるもので、居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の
部分であって、緊急に応急修理を行うことが適当な箇所とする。

○補修工事の対象箇所例を以下に示す。
・壊れた床、外壁、屋根、戸、窓、内壁、天井、階段、上下水道配管の水漏れ部分、電気・バス・電話等の配管配線、便器、
浴槽、吸排気設備、その他

○１戸あたり５７万６千円を限度とする。
※ 補修工事は入居前に行うことが原則だが、やむを得ない事情がある場合には、入居後、できるだけ速やかに完了する。

なお、入居者の退去後に行った工事については、原則として補修費支援の対象にはならない。

補修費支援の概要

18

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(3)被害認定調査の迅速化･借上住宅の安全確認等



【応急借上住宅の事前リストアップ等（全国賃貸住宅経営者協会連合会）】

 全国賃貸住宅経営者協会連合会では、全国40都道府県と災害協定を締結（平成29年3月27日現在）するとともに、応急借上住宅として
利用できる民間賃貸住宅のリストアップを平時から実施している。

 発災時には災害協定に基づき、登録リストを活用し、被災状況等も踏まえて、被災自治体に利用可能な物件リストの提供等を実施。

〔全国賃貸住宅経営者協会連合会ウェブサイト〕

災害協定に基づく連携事例

熊本県とちんたい協会は「災害時における
民間賃貸住宅の提供に関する協定」を熊本地
震発災前に締結していたことから、支援要請
を受けると同時に、賃貸住宅管理団体と連携
し、以下のような支援に努めた。

① 応急危険度判定業務に係る支援
② 民間賃貸住宅の空き家情報の提供

〔コールセンターの設置と人員配置〕
③ 応急借上住宅に係る相談窓口対応

〔同上〕
④ 補修後に応急借上住宅として活用する

民間賃貸住宅の空き室情報の提供
〔同上〕

⑤ 応急借上住宅として活用する民間賃貸
住宅の補修に係る説明会の実施

〔全国賃貸住宅経営者協会連合会 「平成28年熊本地震
に学ぶ民間賃貸住宅を活用した新たな被災者支援の

あり方〔被災者支援報告書〕」
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【応急借上住宅の事前リストアップ（静岡県）】

応急賃貸住宅であることを証する物件用看板のイメージ

発災時の宅建から県への情報提供イメージ

〔不動産BOX静岡ウェブサイトより内閣府作成〕

宅建協会「不動産BOX静岡」内の検索ウインドウ

平常時は、一般利用
者も「応急民間賃貸住

宅」を検索可能

 静岡県では、被災者の住まい確保の一つの方策として、静岡県宅地建物取引業協会及び全日本不動産協会静岡県本部等と応急借
上住宅に関する協定を締結し、応急借上住宅として利用できる民間賃貸住宅のリストアップを平時から実施している。

 例えば、宅建協会の住宅データベース「不動産BOX静岡」は、発災時に「災害発生状態」に切り替わり、あらかじめ登録された物件は公
開停止となり、宅建協会等事務局が抽出した上で、静岡県に情報を提供する。

 登録物件には、貸主が看板（有償）を設置することもできる。

応急借上住宅（応急民間賃貸住宅）の仕組みイメージ

〔静岡県宅建協会ウェブサイト〕

〔静岡県宅建協会ウェブサイト〕

20

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(3)被害認定調査の迅速化･借上住宅の安全確認等



【ファミリー世帯向けの賃貸住宅を含む幅広い事前リストアップの事例（全国賃貸住宅経営者協会連合会）】

 全国賃貸住宅経営者協会連合会の「安心ちんたい検索サイト」には、応急借上住宅として利用できる民間賃貸住宅が掲載。
 物件の条件設定画面では、間取りや専有面積等の条件を設定でき、ファミリー世帯も幅広く希望の物件を検索することが可能。

〔全国賃貸住宅経営者協会連合会「安心ちんたい検索サイト」より内閣府作成〕
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【応急借上住宅の選定方式】

〔応急仮設住宅等に関するアンケート調査結果（平成２８年１２月調査）〕
〔「首都直下」「南海トラフ」は首都直下地震、南海トラフ巨大地震により住家被害が想定されている都道府県の集計結果〕

293

10

定期建物
賃貸借契約

(70%)

普通建物
賃貸借契約

(7%)

未定
(24%)

 物件の選定については、被災者自らが探す方式を採用している都道府県が43%、組合せ方式を採用している都道府県が24%となっている。契
約の主体は三者契約を採用している都道府県が45%となっている。契約の種類は定期建物賃貸借契約を採用している都道府県が70%となって
いる。

Ｑ 供与方式（物件の選定）についてどちらを採用していますか。
Ｑ 提供方法（契約の主体）について、「二者契約」「三者契約」等どちらを
採用していますか。

1

18

10

3

10

1

2

3

4

5

(24%)

(N=42)

マッチング方式

被災者自らが探す方式

マッチング方式と被災者
自らが探す方式の組合せ

その他の方式

未定

(2%)

(43%)

(24%)

(7%)

10

19
2

11

1

2

3

4

(N=42)

(24%)
二者契約

三者契約

その他の契約

未定

(45%)

(5%)

(26%)

(N=42)

コミュニティを重視する場合や、要配慮
者に対してマッチング方式としている

首都直下 33.3%
南海トラフ 45.9%

首都直下 44.4%
南海トラフ 27.0%

首都直下 77.8%
南海トラフ 70.3%

（住宅所有者と
都道府県知事の契約）

（住宅所有者、都道府県
知事、被災者の契約）
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Ｑ 契約方式（契約の種類）について、「定期建物賃貸借」「普
通建物賃貸借」等どちらを採用していますか。



【災害規模に応じた標準的な方式】

特徴 通常災害 大規模災害※１ 首都直下地震
南海トラフ巨大地震 等

供与方式
（物件の選

定）

被災者自らが探す方式はマッチン
グ方式と比べて事務負担が小さ
い。一方、自ら探すことが難しい
世帯（要配慮者世帯）には適さな
い。

マッチング方式
又は

被災者自らが探す方式

原則として
被災者自らが探す方式
（要配慮者世帯を除く）

被災者自らが探す方式
（要配慮者世帯を除く）

提供方法
（契約の主

体）

三者契約とした場合、押印等の契
約手続きに時間を要する。二者契
約の場合、物件の使用に関する
注意事項等を被災者に別途説明
する必要がある。

二者契約
又は

三者契約

原則として
二者契約

二者契約※２

契約方式
（契約の種

類）

定期建物賃貸約契約は手続き面
での負担はあるが、契約期間が
明確なため、家主が物件を貸与し
やすい。（再契約は可能）

普通建物賃貸借契約
又は

定期建物賃貸借契約

原則として
定期建物賃貸借契約

定期建物賃貸借契約

※１ 応急借上住宅の必要戸数が、都道府県等の事務処理能力に比して多く、契約手続きに長期間を要すると見込まれる場合。
（例 ： 東日本大震災、熊本地震）

※２ 物件の使用に関する注意事項の説明等については、必要に応じて賃貸借契約とは別に実施。

 首都直下地震や南海トラフ巨大地震では、膨大な応急仮設住宅を提供する必要があるため、物件の選定方式や契約方式等について、より
効率的な方式を選定することが重要である。
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【応急借上住宅に係る家財保険の例（熊本県・熊本市）】

〔熊本県・熊本市提供資料、HP、パンフレットをもとに内閣府作成〕

熊本県（熊本市を除く地域） 熊本市

提供事業者 損害保険ジャパン日本興亜 ㈱ 損害保険ジャパン日本興亜 ㈱

補償対象の災害

―――――――――【対 象】―――――――――
火災、落雷、破裂・爆発
風災・雹際・雪災
水災 水漏れ・盗難
外来飛物・騒じょう
破汚染

―――――――――【対象外】―――――――――
地震・噴火・津波

―――――――――【対 象】―――――――――――
火災、落雷、破裂・爆発
風災・雹災・雪災

―――――――――【対象外】―――――――――――
水災 水漏れ・盗難
外来飛物・騒じょう
破汚染
地震・噴火・津波

補償内容
補償額

○家財・・・・・・・・・・・・・・・100万円
（破汚損のみ自己負担額1万円）

○借家人賠償責任・・・・ ・・・・ 2,000万円
（自己負担額0円）

○個人賠償責任（特約）・・・・・・・・ 1億円
（自己負担額0円）

○修理費用補償（特約）・・・・・・・100万円
（自己負担額3,000円）

○類焼損害（特約）・・・・・・・・・・ １億円

○家財・・・・・・・・・・・・・・・・・100万円
（自己負担額10万円）

○借家人賠償責任・・・・・・・・・・・2,000万円
（自己負担額0円）

○個人賠償責任（特約）・・・・・・・・・ ・・1億円
（自己負担額0円）

○修理費用補償（特約）・・・・・・・・・100万円
（自己負担額3,000円）

掛金負担額
（２年間）

Ｍ構造（マンション）・Ｔ構造（耐火構造）
→ 9,220円

Ｈ構造（非耐火構造）→ 19,310円

Ｍ構造・Ｔ構造 → ５,140円
Ｈ構造 → 12,940円

契約付帯の有無 包括契約のため付帯不可 包括契約のため付帯不可

その他
・Ｈ28年度随意契約にて包括保険契約。
・Ｈ29年度一般競争入札にて上記法人落札。

・Ｈ28年度に一般競争入札にて包括保険契約。
（3年間の複数年契約としている）
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【応急借上住宅に関する留意点・事前検討すべき事項】

（「災害時における民間賃貸住宅の活用について」（平成24年12月国土交通省・厚生労働省））

 応急借上住宅として活用する民間賃貸住宅については、応急建設住宅に標準設置されている5点セット（エアコン・ガスコンロ・給湯器・照
明器具・カーテン）が設置されている物件が望ましいとされている。また、耐震性の低い物件は対象から外すことが原則とされている。

 共同住宅の空き家（賃貸用の住宅等）については、床面積が30㎡未満のものが約１／４を占める。

新潟県
（H23.7.8からの大雨）

【供与実績：11戸】

和歌山県
（H23 台風12号）
【供与実績：41戸】

三重県
（H23 台風12号）
【供与実績：22戸】

茨城県つくば市
（H24.5.6の突風等）
【供与実績：1戸】

熊本県熊本市
（H24.7 九州北部豪雨）

【供与実績：64戸】

福岡県八女市
（H24 九州北部豪雨）

【供与実績：42戸】

供与方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 マッチング方式 被災者自らが探す方式

建設年 - -
昭和56年6月以降、又は耐震診断
の結果Is値が0.6以上（1次診断の
場合は1.0以上）

昭和56年以降、または耐震診断・
改修により耐震性が確認されたも
の（該当しない場合は申立書が必
要）

昭和56年以降、または
耐震診断・改修により耐
震性が確認されたもの

-

床面積 -

以下を標準とする。
・1人世帯：1Kまたは1DK
・2人世帯：2Kまたは2DK
・3人以上：室数の定めなし

以下を標準とする。
・1～2人世帯：1R、1K、1DK
・2～3人世帯：1LDK、2K、2DK
・3～5人世帯：2ＬＤＫ、3K、3DK
・5人以上世帯：3LDK

- - -

設備、仕様 -
・エアコン、ガスコンロ、照明
機器、給湯器、カーテンを完
備

-

エアコン、ガスコンロ、照明機器、
給湯器、カーテンを備える場合は、
1万円を限度として家賃に加算で
きる

-
エアコン、ガスコンロ、照
明機器、給湯器、カーテ
ンを完備

○応急建設住宅では5点セット（エアコン・ガスコンロ・給湯器・照明器具・カーテン）が標準設置されていることを
踏まえ、できるだけ5点セットが設置されている物件を選定することが望ましい。

○耐震性の低い物件は対象から外すことが原則ですが、賃貸物件数が少ない地域等もあることから、例えば、
昭和56 年以前に建築された物件であっても、耐震補強が行われており、新耐震と同程度の強度が保たれて
いることが明らかな場合には、応急借上住宅として登録することが考えられる。

○同じ建物に規模が小さい複数の物件がある場合に、人数の多い家族に対して複数の物件を提供したり、ある
エリアでまとまった物件数を確保できる場合には、それらをコミュニティ単位で入居可能な物件として選定する
こと（従前のコミュニティが同じ世帯を入居させること）が考えられる。

〔内閣府調べ〕

27.9%

22.5%
12.6%3.7%

0.7%

32.5%

賃貸用等空き家の床面積（全国・民営）

～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡
70～99㎡ 100㎡～ 不詳

〔総務省「平成25年住宅・土地統計調査」特別集計〕

「賃貸用等空き家」：

共同住宅の「賃貸用の住
宅」及び「その他の住宅」
をまとめたもの。
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【過去の災害における応急借上住宅の基準の例】

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(4)業務オペレーションの標準化



【応急仮設住宅の提供に係るタイムライン】

 内閣府では、全国いつどこで発生してもおかしくない直下地震に対して、地方公共団体が、災害対応の各段階（準備段階、発災当日、１～３
日後、３日～１週間後、１週間～１か月後（又は数か月後）に実施すべき項目をガイドラインとしてまとめている。

〔地方都市等における地震対応のガイドライン（H25.8内閣府）に加筆〕

応急借上住宅に係る手続きの流れ
（被災者が自ら探す方式の場合）

地方都市等における地震対応のガイドライン

〔災害時における民間賃貸住宅の活用について
【被災者に円滑に応急借上住宅を提供するため
の手引き】（H24.12厚生労働省、国土交通省）〕
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【公的住宅等の活用に向けた準備】

【熊本地震における一時提供の公営住宅と応急仮設住宅の関係について】

23

2

13

3

1

行っている
(55%)

(N=42)

今後行う予定
としている

(5%)

行っていない
(31%)

その他
(7%)

無回答
(2%)

6

28

7

1

(N=42)

その他
(17%)

決めていない
(67%)

無回答
(2%)

調整済
首都直下
0%
南海トラフ
0%

〔応急仮設住宅等に関するアンケート調査結果（平成２８年１２月調査）〕
〔「首都直下」「南海トラフ」は首都直下地震、南海トラフ巨大地震により住家被害が想定されている都道府県の集計結果〕

Ｑ 公営住宅等の一時提供住宅と
しての活用について、優先的に入
居させる対象者を決めています
か。

Ｑ 公営住宅（県・市営住宅）の一
時提供住宅としての活用につい
て、関係部署・市町村等と情報共
有していますか。

Ｑ 国家公務員宿舎の一時提供住
宅としての活用について、関係機関
と調整していますか。

6

5

25

5
1

(N=42)

調整済
(14%)

今後調整す
ることを予定

(12%)

調整していない
(60%)

その他
(12%)

無回答
(2%)

Ｑ 雇用促進住宅の一時提供住
宅としての活用について、関係
機関と調整していますか。

1 1

34

5
1

(N=42)

調整していない
(82%)

その他
(12%)

無回答
(2%)

今後調整する
ことを予定

(2%)

調整済
(2%)

 熊本地震では、公営住宅等が一時提供住宅として活用され、応急仮設住宅よりも早期に提供された。また、地域の実情に合わせ、入居資格
を柔軟に設定している。

種類 入居資格 募集開始（初回） 入居開始（初回）

一時提供住宅
県営住宅（熊本県） 半壊以上の世帯 4/21～ 5/6～

市営住宅（熊本市） 全壊・半壊・一部損壊（住宅に困窮されている方）の世帯 4/23～ 5/6～

応急仮設住宅

応急借上住宅 全壊、大規模半壊、又は半壊であっても住み続けること
が危険な程度の傷みや、生活環境保全上の支障となっ
ている損壊家屋等取り壊さざるを得ない解体・撤去に伴
い自らの住居に居住できない世帯

4/28～ 不明（※）

応急建設住宅 5/10～ 6/14～

〔内閣府作成〕

 一時提供住宅の優先的な入居対象者を決めている都道府県は14%となっている。公営住宅については、半分以上の都道府県で関係部署・機
関と情報共有しているが、国家公務員宿舎や雇用促進住宅の活用については、調整を行っていない都道府県が多い。

※個々の住宅による

首都直下 22.2%
南海トラフ 16.2%

首都直下 44.4%
南海トラフ 54.1%

首都直下 22.2%
南海トラフ 13.5%

決めている
(14%)
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5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
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【新たな住宅セーフティネット制度の枠組み（案）】

28

〔国土交通省提供資料〕

（※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部を改正する法律は平成29年4月26日に公布）

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(5)公的住宅の有効活用



 内閣府では、大規模災害に備え、地方公共団体が応援の受入れを想定した体制整備を推進するために、平成２９年３月に「地方公共団体
のための災害時受援体制に関するガイドライン」を策定している。

〔内閣府作成〕

【地方公共団体における受援体制の構築】
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5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(6)業務体制の整備

（主な内容）
１）応援・受援の現状を知る
２）「応援・受援の役割」を

しっかりと組織に位置付ける
３）応援・受援の基礎知識を知る

①災害の局面を意識する
②必要資源を把握する
③人的・物的資源の流れを知る
④資源の管理に必要な情報項目を整理する
⑤応援対象となる業務を整理する
⑥担当業務だけではなくマネジメント業務に

ついても同様に応援対象とする

（地⽅公共団体における受援・応援体制の
全体イメージ）

（地震対応時の主な業務と応援の関係）



【神戸市職員震災バンク（神戸市）】

 神戸市では、阪神・淡路大震災当時、市職員として在職し、現在も在職する常勤職員のうち、震災後の応急対応、復旧・復興事業に携わった
者を本人の同意を得て人材登録を行い、他都市で大規模災害が発生した場合に被災地に派遣する支援要員として確保するとともに、神戸市
における震災体験の風化を防ぎ、職員の災害対応能力の継承と向上を図ることを目的に、平成14年度から登録を行っている。

 職員震災バンクへの登録者数は、平成14年度は3,487人であり、現在は現職のみを対象として2,070人となっている（平成24年度に東日本大震
災の被災地支援に携わった職員1,150人を追加登録）。

 職員震災バンクへの登録は、現職のみを対象としているため、阪神・淡路大震災を経験した職員の退職とともに、登録者数は当初より約３割
減少したが、東日本大震災の際は、以前の登録データをもとに退職職員の派遣を行った。

 具体的な業務には、災害対策本部運営、避難所運営、被災者の健康支援、建物危険度判定、り災証明、応急仮設住宅、救援物資搬送、
ライフラインの復旧、住宅復興、港湾復興、災害給付金などがある。
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神戸市職員
震災バンク

（現職のみ対象）

H14年度～登録スタート

平成14年度（初年度） 3,487人 ⇒ 2,070人（現在）

登録データをもとに

被災地派遣

・阪神・淡路大震災
当時、応急対応
復旧・復興に携
わった職員

・東日本大震災の
被災地支援に携
わった職員

【神戸市職員震災バンクのイメージ】

〔神戸市提供資料より内閣府作成〕

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
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【被害認定調査、罹災証明書の交付に係る都道府県の役割】

（罹災証明書の交付）

第九十条の二 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申請があつたときは、遅滞
なく、住家の被害その他当該市町村長が定める種類の被害の状況を調査し、当該災害による被害の程度を証明する書面（次項にお
いて「罹災証明書」という。）を交付しなければならない。

■災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）（抜粋）

■防災基本計画（平成28年5月 中央防災会議決定）（抜粋）

第２編 各災害に共通する対策編

第３章 災害復旧・復興

第４節 被災者等の生活再建等の支援

○ 都道府県は，災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付について，被害の規模と比較して被災市町村の体制・資機
材のみでは不足すると見込まれる場合には，当該市町村に対し必要な支援を行うとともに，被害が複数の市町村にわたる場合には，
調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう，被災市町村間の調整を図るものとする。

○ 市町村は，災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに，各種の支援措置を早期に実施するため，災害による住家等の被害の程
度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し，遅滞なく，住家等の被害の程度を調査し，被災者に罹災証明書を交付するものとす
る。

 市町村は、被災者から申請があったときは、遅滞なく、被害認定調査を行い、罹災証明書を交付することとされている。
 被害認定調査や罹災証明書の交付について、市町村の体制・資機材のみでは不足すると見込まれる場合には、都道府県が必要な支援を行

うこととされている。

31

5-1. 既存ストックの有効活用、民間団体との連携
(6)業務体制の整備



事務委任

熊本県 熊本市熊本市以外の市町村

【主な業務】
・応急借上住宅の審査、決定
・入退去に関すること
・家賃の支払いに関すること
・入居状況の把握
・被災者に対する制度周知（団体と協働）
・申込受付、相談に関すること（団体と協働）
・貸主・被災者との契約に関すること（団体と協
働）

【主な業務】
・被災者に対
する制度周知

・申込受付、相
談に関するこ
と

【主な業務】
・受付相談・被災者に対する制度周知（全般）
・応急借上住宅の審査、決定（熊本市以外）
・入退去に関すること（〃）
・貸主・被災者との契約に関すること（〃）
・家賃の支払いに関すること（〃）
・入居状況の把握及び市町村への情報提供（全
般）

【処理件数及び対応人員】 ピーク時点９月
申込み・決定 約4,400件 県職員 34名
契約済 約4,000件 （他部局含む）

支払済（初回） 約4,000件 他県応援 2名
※１１月までの累計件数 非常勤 14名

【処理件数及び対応人員】 ピーク時点８月
申込み・決定 約7,500件 市職員11名
契約済 約6,300件 （他の業務と兼務）

支払済（初回） 約5,200件 嘱託 4名
※１１月までの累計件数 他部局応援15名

【主な委託業務】
①応急借上げ仮設住宅受付業務（熊本市分・市と協働）・・・ 申込相談・受付・契約書確認受理 など
②相談窓口・避難所出張相談（熊本市分・市と協働）・・・２区役所・１総合出張所で相談受付、避難所への訪問相

談対応
③補修すれば応急借上住宅として利用可能な物件のリストアップ、建物安全性確認・県への情報提供（全県

分）・・・物件リスト化、建築士等の有資格者による賃貸物件の構造安全性確認（約１，０００件のチェック）
④情報提供コールセンター（全県分）・・・被災者、貸主等への相談対応、情報提供等

【対応人員】
①約２，０００名

②約３２０名

③約２００名

④約８５０名
※発災～12月までの
延べ人員

事務委任
（一部）

〔熊本県・熊本市・全国賃貸住宅経営者協会連合会の提供資料を基に内閣府作成〕

業務委託業務委託
関係団体

 熊本県では、応急借上住宅に係る事務について、市町村に事務委任を実施（熊本市については、大部分の事務を事務委任）。
事務委任を受けた熊本市は、契約、入居受付、被災者に対する情報提供について業務委託を行い、関係団体との協働により事務を推進。

【熊本地震における応急借上住宅に係る事務について（熊本県・熊本市・関係団体）】
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Q 都道府県独自の応急仮設住宅の供給マニュア

ルが整備されていますか

Q 想定する災害に対して応急仮設住宅の必要戸

数を推計していますか
Q 応急仮設住宅について、建設候補地のリストアッ

プはできていますか

※都道府県に対するアンケート調査結果（平成２７年３月）（４５／４７回収）
※「首都直下」「南海トラフ」は首都直下地震、南海トラフ巨大地震により住家被害が想定されている都府県の集計結果

整備されている
53.3%

整備予定・

検討中
42.2%

未定
4.4%

首都直下 55.6%
南海トラフ 60.5%

できている
80.0%

できていない
20.0%

首都直下 66.7%
南海トラフ 78.9%

想定している
60.0%

想定していな

い
40.0%

首都直下 66.7%
南海トラフ 68.4%

災害名 応急仮設住宅建設戸数 着工 入居開始 全戸完成 解消

　48,300件 ２日後 １６日後 約７か月後 　　　　　　　　　　　　約５年後

約53,000件 ８日後 ２１日後 約１年後で９９％完成

H７．１．１７
阪神淡路大震災

H２３．３．１１
東日本大震災 使用中

〔内閣府・国土交通省調べ〕
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【応急建設住宅の供給に向けた準備】

【過去の大規模地震における応急建設住宅の戸数及び工期について】

 応急仮設住宅必要戸数の推計は６割、建設候補地のリストアップは８割、供給マニュアルの整備は５割強の都道府県において行われてい
る。

 過去の大規模災害では、応急建設住宅について、半年～１年以内で概ね供給を完了している。

5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(1)用地の確保



 東日本大震災においては、多くの地域でプレハブ仮設住宅の建設予定地として選定してい
た公共用地が、津波で浸水したことにより建設不可能となった。

〔宮城県「東日本大震災-宮城県の6か月間の災害対応とその検証」より〕

 （右図）余震の影響もあり、県から指定された建設候補地に地割れが発生し、建設を断念す
るケースもあった。

〔プレハブ建築協会「平成23年 東日本大震災 応急住宅建設記録」より〕

震度７が２回襲った益城町では町営グラウンドなど６カ所に６００戸分を選定していたが、３カ所が地割れや地盤沈下で使用不能に
陥った。急きょ民有地を探したがまとまった土地が見つからず、契約交渉も時間がかかった。

〔H28.7.14  時事通信より〕
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【東日本大震災において応急建設住宅候補地を使用できなかった事例（宮城県）】

 応急建設住宅の迅速な供給のためには、建設用地の事前選定が欠かせないが、東日本大震災及び熊本地震では被災により想定していた
建設用地が使用できなくなる事例が発生している。

【熊本地震において応急建設住宅の建設用地を使用できなかった事例（益城町）】

5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(1)用地の確保



【被災地短期借地権について】

 平成25年に制定された『大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法』（被災借地借家法）により、 「被災地短期借地権」
が創設され、政令で指定された大規模な火災、震災その他の災害の地区において、存続期間を５年以下とし、かつ、契約の更新のない借
地権の設定が可能。

 これにより、一時的に応急仮設住宅や仮設店舗等に土地を貸すなど、被災地における土地利用のために活用することが期待される。

〔国土交通省HP資料に内閣府加筆〕
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存続期間 利用目的 契約方法 借地関係の終了 契約終了時の建物

定
期
借
地
権

一般定期借地権
（借地借家法第
22条）

50年以上
用途制限
なし

公正証書等の書面で行う。
①契約の更新をしない
②存続期間の延長をしない
③建物の買取請求をしない
という３つの特約を定める。

期間満了による
原則として借地人は建物を取り壊
して土地を返還する

事業用定期借地
権（借地借家法
第23条）

10年以上50
年未満

事業用建
物所有に
限る（居住
用は不可）

公正証書による設定契約をする。
①契約の更新をしない
②存続期間の延長をしない
③建物の買取請求をしない
という３つの特約を定める。

期間満了による
原則として借地人は建物を取り壊
して土地を返還する

建物譲渡特約付
借地権（借地借
家法第24条）

30年以上
用途制限
なし

30年以上経過した時点で建物を
相当の対価で地主に譲渡するこ
とを特約する。
口頭でも可。

建物譲渡による

①建物は地主が買取る
②建物は収去せずに土地を返還

する
③借地人または借家人は継続し

て借家として住まうことができる

被災地短期借地
権（被災借地借
家法第7条）

5年以下
用途制限
なし

公正証書等の書面で行う。
①契約の更新をしない
②存続期間の延長をしない
という２つの特約を定める。

期間満了による
原則として借地人は建物を取り壊
して土地を返還する

普通借地権 30年以上
用途制限
なし

制約なし
口頭でも可

①法定更新される。
②更新を拒否する

には正当事由が
必要。

①建物買取請求権がある。
②買取請求権が行使されれば建

物はそのままで土地を明け渡す。
借地関係は継続される。

＜借地権の種類＞

※上記の他、一時使用目的の借地権（借地借家法第25条）がある。

5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(1)用地の確保



【復興にあたって被災地短期借地権の活用を想定している事例（東京都）】

 東京都は、『東京都震災復興マニュアル（復興プロセス編）』を策定し、多くの都民や団体が協働し連携して取り組む「地域協働復興」を提案
し、自助・共助・公助の連携による復興や基本的な考え方を示すとともに、住民が積極的に復興を進めるための仕組み等を提示することで、
復興のプロセスを明らかにしている。

 この中で、オープンスペースとなっている公有地が確保できない地域では、東京都では区市町村等と連携し、被災地短期借地権を活用して
民有地を一定期間借地できるようにすることで、仮設住宅や仮設店舗等の供給・確保を進めることとしている。

 また、被災地短期借地権を利用した土地の賃貸借契約締結手続きにあたっては、不動産鑑定士や税理士等の専門家を派遣する等の支援
も行うこととしている。
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３ 時限的市街地づくり※

（３）時限的市街地づくりの仕組み
地域復興協議会のこうした主体的な活動に応えて、区市町村は「協働復興区」の認定を行い、東京都は区市町村と緊密な連携を

図りながら、被災地短期借地権を活用した土地の確保や、住宅や店舗など仮設建築物の供給・確保などを支援します。

（４）時限的市街地づくりのための具体的施策
都は、地域復興協議会が円滑に時限的市街地づくりを行えるよう、区市町村等と連携を図りながら次の施策を実施します。

協働復興区における時限的市街地づくりのために必要な土地は、公園や緑地などオープンスペースとなっている公有地が候補と
なります。そうした用地が確保できない地域では、被災した民有地のがれきを除去し、その跡地を時限的市街地の用地として活用す
ることが必要になるため、都は、区市町村等が民有地を一定期間借地できるよう支援します。

＜主な支援内容＞
●オープンスペース情報の提供
●被災地短期借地権を利用した土地の賃貸借契約締結支援（不動産鑑定士、税理士等の派遣）

『東京都震災復興マニュアル（復興プロセス編）』（H28.3修正）【抄】

仮設建築物⽤地⼀時貸借のための⽀援

〔東京都HPより内閣府作成〕
※時限的市街地づくり ： 時限的な生活の場として、応急仮設住宅、店舗、事業所や利用可能な残存建築物から成る仮設市街地を必要に応じて整備するもの

5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(1)用地の確保



○外部
・県産木材の使用（袖壁、濡れ縁、スロープ）
・多雨な地域性を考慮し雨樋の設置
・コミュニケーションに配慮し、南側に掃出し窓と濡れ縁を設置
・玄関部分にスロープの設置（約１割の住戸）

○内部
・県産木材の使用（台所の床や腰壁など）
・県産畳表の使用（全戸に畳の部屋を設置）
・壁、天井、窓の断熱性の向上（断熱材、ペアガラス、二重窓）
・住戸内に隣の音が聞こえにくい遮音壁の設置
・住戸内の段差解消（木造（浴室除く））
・玄関・トイレ・浴室に手すりを設置
・エアコン、給湯器（追焚機能付き）を設置

〔熊本県提供資料〕

○寒さ対策
・断熱材の追加、暖房器具の設置等

○バリアフリー対策
・グループホーム型仮設住宅の建設
・住民の個別要望に応じて、手すりやスロープ等の追加等

○コミュニティ対策
・集会場313棟、談話室400室を設置（被災３県）

【東日本大震災・熊本地震における応急建設住宅の仕様】
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 応急建設住宅について、東日本大震災では、寒さ対策として断熱材の追加や、手すりやスロープ等の追加工事を行い、熊本地震では、多雨
な地域性や高齢者等に配慮した仕様とした。

5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(2)供給迅速化のための仕様の検討

〔「応急仮設住宅建設必携 中間とりまとめ」平成24年5月 国土交通省住宅局住宅生産課 〕

（東日本大震災において、追加で実施された対策） （熊本地震における住戸の計画）



（一社）
鳥取県木造住宅
推進協議会

【鳥取県中部地震（H28.10）後の住宅修繕促進支援事業（鳥取県）】

 鳥取県中部地震により被災した住宅の修繕を促進するため、県内の建設・建築関係団体から構成された「鳥取県中部地震住宅修繕支援
センター」が設置（H28.12, 相談員の人件費、消耗品等の事務費等の運営費は鳥取県が全額負担）。

 同センターでは、窓口や電話で被災者からの修繕相談を受け、相談内容に応じて関係する構成団体を紹介。
 当該団体からは構成員である業者が派遣され、現地にて見積りを行い、被災者と合意すれば契約を締結し、修繕を実施。
 また、職人不足に対応するため、県外の職人組合等と職人の派遣調整を行っていたが、宿泊費等が加算されて修繕費用が割高となったた

め、鳥取県では被災世帯の費用負担軽減と早期の修繕完了を目的に、県外の職人を招く職人組合等に対して、受入経費の一部支援を実
施。
・交付方法：県から同センターを経由して職人組合等に補助金を交付。
・支援額 ：３千円/人・日の定額補助（交通費、宿泊費、休業補償の１／３程度）

〔鳥取県提供資料より内閣府作成〕
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県外の
職人組合等

必要に応じて
職人派遣要請

住宅修繕促進支援事業のフロー

被 災 者

①修繕相談

（一社）
鳥取県建設業協会

（一社）
鳥取県中部建設業協会

鳥取県建築連合会

鳥取県
瓦工事業組合

構成団体

（一社）
鳥取県木造住宅
推進協議会

③現地にて、見積り→
契約→修繕実施

②相談内容に応じて、該当団体へ依頼

鳥取県
左官業協同組合

鳥取県
板金工業組合

鳥取県中部地震住宅支援センター
事務局：（一社）鳥取県中部建設業協会

5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(4)住宅の応急修理の迅速化等



【住宅の応急修理等に係る技術研修】

 国土交通省では、地域における木造住宅施工技術体制の維持・整備等のため、大工技能者育成のための研修活動を支援することとして
いる。

〔国土交通省資料に内閣府加筆〕
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5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(4)住宅の応急修理の迅速化等

平成29年度予算 ： 4.65億円



【住宅の応急修理に係る手続きの簡略化】

熊本地震における宇城市応急修理事務フロー

〔宇城市ホームページより〕

 災害救助法に基づく住宅の応急修理について、修理件数が著しく多数となり、事務処理作業に長時間要することにより事務の停滞が予想さ
れる場合は、工事内容の確認前に修理依頼書を渡すことにより、手続きを簡略化できることとしている。

災害救助事務取扱要領（平成28年4月内閣府）（抜粋）
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5-2．応急建設住宅の迅速な供給等のための準備
(4)住宅の応急修理の迅速化等



平成23年11月 平成26年11月 平成28年10月

県外への避難者数
1,454人

県外への避難者数
1,347人

県外への避難者数
6,843人

県外への避難者数
5,643人

県外への避難者数
46,070人

県外への避難者数
40,405人

県外への避難者数
1,462人

県外への避難者数
8,555人

県外への避難者数
58,602人

〔復興庁「全国の避難者等（所在都道府県別・
所在施設別の数）」を基に作成〕

東日本大震災 避難者数の推移

県内における避難者数の推移（3県抜粋）

平成23年
11月

平成26年
11月

平成28年
10月

岩手県 42,472 30,664 17,006 

宮城県 122,229 75,416 29,523 

福島県 93,343 75,679 44,999 

合計 258,044 181,759 91,528 

県外への避難者数の推移（3県抜粋）

平成23年
11月

平成26年
11月

平成28年
10月

岩手県から 1,462 1,454 1,347 

宮城県から 8,555 6,843 5,643 

福島県から 58,602 46,070 40,405 

合計 68,619 54,367 47,395 

※避難者数には避難所だけでなく、住宅等
（公営住宅・応急仮設住宅・民間賃貸住
宅・病院等）や親族・知人宅等への避難
者も含む
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【東日本大震災における広域避難について】

 地震発生後、3月14日（発生から3日後）に、避難者数がピークを迎え、約47万人に及んだ。
 その後、被災地内の避難所が解消され、避難者は公営住宅、応急借上住宅、応急建設住宅等に移転していったが、発災から３年半経過し

た平成26年11月時点でも、県外への避難者は5万4千人以上に及んでいた。
 発生から５年半経過した現在（平成28年10月）においても、県外への避難者は4万7千人以上に及んでいる。

5-3．広域避難発生時における被災者の住まい確保
(1) 広域避難者の円滑な受入れのための準備



【関東ブロック大規模広域災害時における民間賃貸住宅の
被災者への提供に関する協定】（抜粋）

（協力要請）
• 都県は、大規模広域災害が発生し必要と認める場合、自都県に所在する関係団体に対し、応急

借上げ住宅として被災者に提供可能な民間賃貸住宅の情報提供及びその円滑な提供に向けた
協力を要請するとともに、他の都県に対し、被災者への応急借上げ住宅の提供を要請すること
ができるものとする。

（協力）
• 関係団体は、都県からの要請があった場合、応急借上げ住宅として供給可能な民間賃貸住宅に

関する情報提供及びその円滑な提供に向けて、都県に可能な限り協力するものとする。

（都県の役割）
一 応急借上げ住宅として提供する民間賃貸住宅の募集に関すること
二 応急借上げ住宅の借上げに関すること
三 応急借上げ住宅入居者の入居許可及び退去に関すること
四 応急借上げ住宅の賃料等の支払いに関すること

※都県は、前項に掲げる事務の一部を、関係団体に委託することができる。

（関係団体の役割）
一 応急借上げ住宅の制度の事前周知並びに民間賃貸住宅の所有者及び転貸を目的とする賃借

人に対する応急借上げ住宅としての提供依頼及び意向確認に関すること
二 応急借上げ住宅として都県が借り上げようとする民間賃貸住宅の被災後の使用の適否に係る

確認に関すること
三 応急借上げ住宅として活用可能な民間賃貸住宅の情報提供に関すること
四 都県からの委託を受けた業務に関すること

【大規模災害時における民間賃貸住宅の
被災者への提供等に関する協定】（抜粋）

（協力要請）
• 府県は、大規模広域災害時において、自府県内に避難している被災者のために、自府県に所在

する関係団体に対し、次に定める協力を要請できる。
一 被災者への利用可能な空き家情報の提供及び空き家情報に基づく住宅のあっせん
二 応急借上げ住宅（住宅を失った被災者の住居を早急に確保するため、府県が民間住

宅を借り上げて供与する応急仮設住宅をいう。）として被災者に提供可能な民間賃貸
住宅の情報提供及びその円滑な提供に向けた協力

（協力）
• 関係団体は、前条の規定に基づく府県からの要請があった場合、関係団体の構成員とともに、

民間賃貸住宅に関するあっせん等及びその円滑な提供に向けて、府県に可能な限り協力する。

（府県の役割）
一 応急借上げ住宅として提供する民間賃貸住宅の募集に関すること
二 応急借上げ住宅の借上げに関すること
三 応急借上げ住宅入居者の入居許可及び退去に関すること
四 応急借上げ住宅の賃料等の支払いに関すること

※府県は、前項に掲げる事務の一部を関係団体その他府県の定める者に委託することができ
る。

（関係団体の役割）
一 応急借上げ住宅の制度の事前周知並びに民間賃貸住宅の所有者及び転貸を目的とする賃借

人に対する応急借上げ住宅としての提供依頼及び意向確認に関すること
二 応急借上げ住宅として府県が借り上げようとする民間賃貸住宅の被災後の使用の適否に係る

確認に関すること
三 応急借上げ住宅として活用可能な民間賃貸住宅の情報提供に関すること
四 府県から委託を受けた業務に関すること
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【広域ブロックにおける民間賃貸住宅の応急借上住宅としての活用に係る協定の例（関西広域連合・関東ブロック１都８県）】

 民間賃貸住宅の応急借上住宅としての被災者への提供に関して、関西広域連合は平成27年8月に、また関東ブロック１都８県は平成29年
3月に、各圏域内の各都府県及び賃貸住宅関係団体等と協定を締結している。

5-3．広域避難発生時における被災者の住まいの確保
(1) 広域避難者の円滑な受入れのための準備

〔 「大規模災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供等に関する協定」 、「関東ブロック大規模広域災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定」より内閣府作成〕

・福井県 ・三重県 ・滋賀県 ・京都府
・大阪府 ・兵庫県 ・奈良県 ・和歌山県
・鳥取県 ・徳島県 ・関西広域連合
・近畿２府８県宅建業協会（10団体）
・全日本不動産協会近畿２府８県本部（10団体）
・全国賃貸住宅経営者協会連合会
・日本賃貸住宅管理協会

・茨城県 ・群馬県 ・栃木県
・埼玉県 ・千葉県 ・東京都
・神奈川県 ・山梨県 ・静岡県
・関東１都８県宅建業協会（９団体）
・全日本不動産協会関東１都８県本部（９団体）
・全国賃貸住宅経営者協会連合会
・東京共同住宅協会

（
協
定
団
体
）

（
協
定
団
体
）

関西広域連合等の取組 関東ブロック１都８県等の取組



【被災者台帳を活用した被災者への援護】

 被災者台帳作成市町村は、他の地方公共団体から台帳情報の提供の申請があった場合、当該地方公共団体が行う被災者の援護に必要
な範囲で、本人同意がなくとも、当該地方公共団体に台帳情報を情報提供することができる。

 被災者台帳を作成していない地方公共団体でも、台帳情報の提供を求めを行うことは可能であり、広域避難が生じた場合において、下記の
例のような運用も可能である。

（例）
災害が発生したＡ市では、被災した住
民Ｘに関する情報を記載・記録した被
災者台帳を作成した。住民Ｘは被災し
ていないＢ市に避難し、Ｂ市ではＡ市
に替わり、被災者の援護事務の一部
を行うこととなった。Ｂ市は被災してい
ないため、被災者台帳は作成されて
いないが、援護の実施に必要な限度
においてＡ市より、住民Ｘに関する台
帳情報の提供の求めを行うことが可
能である。

被災者の情報の提供の求め
（災対法第90条の3第4項）

Ａ市（災害発⽣市町村）

被災者
（住⺠）

台帳情報の提供の求め
（施⾏規則第8条の6）

Ｂ市（避難先市町村）

被災者

援護を実施

台帳情報の提供
（災対法第90条の4第1項第3号）

被災者台帳

被災者の援護
に利⽤

記載
記録

Ａ市からＢ市へ避難

（ｲﾒｰｼﾞ）
・Ａ市で⾏われる各種援
護の案内

・Ｂ市が⾏う⽣活相談

等

被災者の情報を提供
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5-3．広域避難発生時における被災者の住まい確保
(2)広域避難者のニーズ把握・適切な支援



県外へ避難した理由（動機）は？（複数回答）
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

身内・親戚・知人がいる

地震や津波の不安が少ない

通院などの利便性

会社等の関係（転勤等）

自分や家族が以前住んでいた

仕事が見つけやすい

学校や子どもの関係

地元との行き来が便利

その他

77.2 

16.5 

16.5 

15.7 

13.4 

7.9 

6.3 

0.0 

5.5 

%

東日本大震災 県外へ移動した理由について

県外へ避難した人が希望する情報は何か？（複数回答）

35.4
40.6

31.3
29.2

25.0 
20.0 

5.7
22.9

25.7
8.6

17.1
2.9

01020304050

震災前の市町村行政サービス

まちづくりや復興の進捗状況・説明会

災害公営住宅

住宅再建支援

健康や医療

福祉（高齢・障がい）

子育てや教育

税金

就労

趣味やサークル

交流やイベント

その他

%

【元の市町村に戻りたいと回答した人】

16.7
27.8

16.7
16.7

19.4
13.9

5.6
25.0 

5.6
8.3

19.4
5.6

0 10 20 30 40 50
%

【現在の市町村に定住したいと回答した人】

①復興や再建に関すること

〔H25 岩手県「県外及び内陸地区へ移動している被災者へのアンケート調査結果」〕

②生活支援に関すること

③イベントや趣味の活動など
に関すること

〔H24 岩手県「県外及び内陸地区へ移動している被災者への
アンケート調査結果」〕
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【東日本大震災における県外避難者へのアンケート（岩手県）】
 県外へ移動した理由で最も多いのは、身内・親戚・知人がいるため（約８割）。
 元の市町村に戻りたいと回答した人は、 「まちづくりや復興の進捗状況・説明会」や「被災前の市町村の行政サービス」「災害公営住宅入居」

など、復興や住宅再建に関する情報のニーズが高い。
 現在の市町村に定住したいと回答した人は、復興や住宅再建に関する情報に関するニーズが低くなり、「税金」、「交流やイベント」に関する

情報のニーズが相対的に高い。

5-3．広域避難発生時における被災者の住まい確保
(2)広域避難者のニーズ把握・適切な支援



【神戸市】
• 東日本大震災による神戸市内への広域避難者に対しては、被災自治体から神戸市が情報を受け取り、個別に被災者に情報提供を実

施。
• 市のFacebook、twitterと併せて、「ひょうご防災ネット」（神戸市や兵庫県からの緊急気象情報や避難情報を発信するメールサービス）

等に事前登録があれば、神戸市からの広域避難者にも情報発信が可能。

【岩手県】
• 東日本大震災による県外避難者への情報提供は、基本的には紙ベースで実施。
• 県のFacebook、twitter では、各地の復興状況を周知する復興局ブログのほか、復興に限らない情報を発信。

【広域避難者へのSNS等を活用した情報発信の事例】

 地方公共団体では、公式Twitter等のＳＮＳを活用した住民向けの防災情報の提供を実施。
 東日本大震災による広域避難者に対しては、各都県市で紙面やＨＰによる情報提供が行われているが、SNS等の活用により、より広く情報

を発信することが可能。

〔神戸市、岩手県、東京都HP等より内閣府作成〕
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【東京都】
• 東日本大震災による東京都内への広域避難者に対し

ては、HP及び月一回の紙面により、各種相談窓口、避
難場所証明書の発行の案内、受入や雇用、医療に関
する情報を提供するほか、復興支援に係るtwitter によ
り、広域避難者へ情報を発信。

• 防災情報に係る公式twitter により、都民向けにも情報
を発信。

5-3．広域避難発生時における被災者の住まい確保
(2)広域避難者のニーズ把握・適切な支援



【東日本大震災における応急仮設住宅等入居戸数の推移】

46

※１ 岩手県、宮城県、福島県の公表データを基に作成
※２ 住まいの復興工程表（平成28年3月末現在）（復興庁）を基に作成。

「30年度以降」のデータには、供給時期が「調整中」のものを含む。

※１ ※２

※２

46

 東日本大震災における応急仮設住宅や公営住宅の入居戸数は、平成２７年度末時点でピーク時点の４８％まで減少。住宅再建の時期は
災害公営住宅や宅地整備の進捗等に影響を受けるため、首都直下地震や南海トラフ巨大地震では東日本大震災以上に入居期間が長期
化する可能性がある。

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援
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【被災地における雇用の確保、地域の活性化】

 東日本大震災後、厚生労働省による「『日本はひとつ』しごとプロジェクト」を通じ、被災後１年間で、被災３県において約29,600人の雇用創出
につながっている。

 被災地で仕事を失った漁業関係者等がＮＰＯを設立し、被災地で地元住民の生活を支えながら収入を確保する等、地域の活性化につな
がっている。

〔復興庁「被災地での５５の挑戦―企業による復興事業事例集―」（平成25年4月）より内閣府作成〕

 漁業関係者によるＮＰＯ創立、被災者の雇用の例（ＮＰＯ法人はらがま朝市クラブ）
• 福島県相馬市の原釜港では、津波で船や自宅、水産加工場など生活手段を失い、原子力発電所事故の影響で漁業再開の目処が立た

ない状況であった。
• 平成２３年５月、地元ではなく、仙台の市場から魚を仕入れ、「はらがま朝市」を開催。避難所暮らしが続き、新鮮な魚介類を切望してい

た被災者に喜ばれた。
• 朝市では、行政が手配しきれない支援物資の配布やボランティアの受け入れも行った。
• 仮設住宅への入居後、買い物の不便等の課題が生じたことから、同ＮＰＯが、絆づくり応援事業（福島県緊急雇用創出基金事業）で雇

用された被災住民による、リヤカー行商「海援隊」を組織し、相馬市内にある仮設住宅（1,500戸約3,000人／飯館村、南相馬市住民含
む）を、毎日全戸「声かけ訪問」することで「見守り役」をかねて野菜や飲料、日常雑貨を販売する事業を実施した。

（厚生労働省「雇用創出基金事業」の活用による被災者の雇用機会の創出）

• 被災した方々の雇用の場を確保するため、リーマンショック以後に都道府県に設置した重点分野雇用創造事業の基金を活用して、当
該事業の対象分野に新たに「震災対応分野」を追加した。

• これによって、例えば岩手県では臨時職員として直接雇用する120人分を、震災後約１ヶ月後の平成23年4月7日からハローワークで募
集開始する等といった迅速な対応にもつながった。

• 同事業によって、震災後１年間で、被災3県において約29,600人の雇用創出につながっている。

（同事業によるその他の事業例）
 仮設住宅における飲食・支援物資の配布等、日常生活上の支援
 避難によって無人化した地域における見回り
 地域外から避難し、交通手段を持たないために外出が問題となるケースにおいて、被災者専用の巡回バスを運行 等

〔厚生労働省職業安定局「「日本はひとつ」しごとプロジェクトの１年の取組～東日本大震災からの雇用復興に向けて～」（平成24年3月）、
厚生労働省職業安定局地域雇用対策課「被災地の雇用創出基金事業について」（平成24年4月25日）より内閣府作成〕

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【応急建設住宅・応急借上住宅の入居者の再建方法】

 宮城県において、応急建設住宅に入居していた被災者の再建方法（H26～H28）は、持家住宅が43％、災害公営住宅が45％で、これらが大
半を占めている。

 応急借上住宅に入居していた被災者（平成29年3月31日時点）の再建方法は、持家が約50％、災害公営住宅が約18%。賃貸住宅入居者は
約21％（うち応急借上住宅にそのまま賃貸契約したケースは約10％）となっている。

〔宮城県提供資料より内閣府作成〕

※１ 賃貸住宅とは、民間賃貸借上住宅以外の賃貸住宅により再建を行うことを指す。
※２ 賃貸住宅（継続）とは、民間賃貸借上住宅をそのまま再建先として、被災者自らが賃貸契約により

確保することを指す。
※３ その他は、「他県仮設住宅入居」、「親族宅（同居）」、「知人・友人宅」及び「老人介護施設等」での

再建のほか、入居者が「死亡」、「転居先申告拒否」及び「行方不明」の場合で再建方法が不明の
場合を指す。

応急借上住宅の入居者の再建方法 （n=21,515件）応急建設住宅の入居者の再建方法 （n=13,963件）

※ H26～H28の集計（発災直後のデータはない）

持家住宅
43%

賃貸住宅
3%

災害公営住宅
45%

公営住宅等
2%

その他
7%

持家住宅
50%

賃貸住宅※１

11%

災害公営住宅
18%

公営住宅等
1%

その他※３

10%

賃貸住宅（継続）※２

10%
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【被災者に対する支援策の周知】

 熊本市では、熊本地震の被災者向けの支援制度をパンフレットとしてまとめており、国や独立行政法人・財団法人等の関係機関の支援制
度も含めて情報提供を行っている。

項 目 項 目

１
１－１

１－２

り災証明書の発行
○り災証明書（住家）の発行

り災証明書（住家）の発行※店舗兼住宅を含む
○り災証明書（事業者）の発行

り災証明書の発行（店舗、事務所、工場等及び事業用設備）（農林水産業関係）

５
５－１

５－２

５－３

５－４

５－５

５－６

５－７

５－８

５－９

各種減免・支払いの猶予等
○税に関すること

個人市民税の減免、固定資産税の減免、市税の納税の猶予、軽自動車税の減免
○証明書の交付手数料

各種証明書の交付手数料の免除、マイナンバーカード等の再交付手数料の免除
○水道料金・下水道使用料等

水道料金及び下水道使用料の減免等、農業集落排水処理施設使用料の減免等
○医療費・保険料・年金

国民健康保険料の減免、国民健康保険医療費の一部負担金（窓口負担）の免除、後
期高齢者医療保険料の減免、後期高齢者医療費の一部負担金（窓口負担）の免除、国
民年金保険料の免除、熊本地震による予防接種費用の償還払いについて

○高齢者福祉
介護保険料の減免、介護保険サービス利用料の免除、介護保険 特定福祉用具の再

購入
○障がい者・児福祉

障がい福祉関係サービスの利用者負担の免除、障がい者の福祉用具の再給付、市民
税の減免に伴う自立支援医療、補装具、日常生活用具給付事業の自己負担額の減額、
障害福祉サービス等の自己負担額の免除

○子育て・教育
保育所等保育料の減免、児童扶養手当の災害特例措置、熊本市母子父子寡婦福祉

資金貸付の償還の猶予、公立の児童育成クラブの利用者負担額の減額、熊本市奨学
金貸付金の返還の猶予、市立幼稚園の保育料の減免、市立高等学校の授業料の減免、
市立総合ビジネス専門学校の授業料の減免、市民税の減免に伴う小児慢性特定疾病
医療支援の自己負担上限月額の減額、就学援助について、「国の教育ローン」の災害
特例措置、熊本市奨学生の募集（家計の急変等）

○電気料金等
電気料金等の特別措置について（九州電力）

○その他
民事調停の申立手数料の特例措置、平成28年熊本地震における放送受信料の免除

（NHK）

２
２－１

２－２

２－３

２－４

経済的な支援
○地震により死亡した方のご遺族への支援

災害弔慰金の支給、日本財団による弔慰金の支給、災害義援金の支給
○地震により障がいが残った方への支援

災害障害見舞金の支給
○地震により重傷を負った方 住家に被害を受けた方への支援

災害見舞金の支給、日本財団による住宅損壊見舞金の支給、災害義援金の支給
○生活資金や生活再建の資金に関する支援

被災者生活再建支援金の支給、災害援護資金の貸付、社会福祉協議会による生活福祉資
金 福祉費の貸付

３
３－１

３－２

３－３

３－４

住まいの確保・再建のための支援
○住まいの中を片付けたい

災害ボランティアの派遣
○住まいを補修したい・修理したい

被災住宅の応急修理、被災者生活再建支援金の支給、災害援護資金の貸付、ひとり親家庭
への貸付（住宅）、社会福祉協議会による生活福祉資金 福祉費の貸付、補修工事（見積書、
契約、工事内容等）に関する相談、熊本地震被災住宅の補修事業者検索サイト

○危険なので家屋等を解体・撤去したい
被災した家屋等の解体・撤去

○新しい住まいに建て替え・取得・入居したい
被災者生活再建支援金の支給、災害援護資金の貸付、民間賃貸住宅借上げ制度による住

宅の提供、ユニットハウスやコンテナハウス等の借上げ事業、民間賃貸住宅の情報提供、建
築確認申請等・開発許可申請等 手数料等の免除、ひとり親家庭への貸付（住宅）、住宅金融
支援機構による災害復興住宅融資等に関する相談、災害ボランティアによる仮設住宅への引
越し支援

４
４－１

４－２

４－４

４－５

生活面への支援
○生活必需品等への支給

寝具その他生活必需品の支給
○ごみの処理について

地震災害ごみについて
○福祉用具の再購入・再給付

介護保険 特定福祉用具の再購入、障がい者の福祉用具の再給付
○生活に関することについて（相談窓口）

消費生活相談、こころの健康相談、被災者支援無料法律相談窓口、よりそいホットライン、熊
本地震関連法律相談窓口

６
６－１

６－２

事業者に関すること
○中小企業に関すること

熊本地震災害特別融資制度、平成２８年熊本地震特別貸付、保健衛生事務に関する
手数料の免除

○農林漁業者に関すること
震災特例融資制度（農林漁業者向け）

７ 住家の被害程度・支援制度 対応表

〔平成２８年熊本地震被災者支援制度 （H28.12.1現在の支援メニュー）（熊本市）に基づき内閣府作成〕
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【東日本大震災における生活再建支援の事例（仙台市）】

〔内閣府「熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策 検討ワーキンググループ」第３回資料より抜粋〕
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援

 仙台市では、住宅再建・生活再建をサポートするため、各世帯を生活状況や住まいの再建方針・課題等により4つに類型化し、それぞれの
世帯のニーズに即した支援を行っている。



【被災者に対する住宅確保の検討フローの提示（新潟県）】

 平成16年10月の新潟県中越地震の際、新潟県は、被災者ができるだけ早く避難所等での生活から本来の生活に戻ることができるよう、
『新潟県中越地震被災者生活再建の手引き』（平成16年11月新潟県中越地震災害対策本部）を作成し、住宅をどう確保していくかを判断し
てもらうための検討フローを提示した。

〔新潟県『新潟県中越地震被災者生活再建の手引き』（平成16 年11 月）〕
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【リバースモーゲージの例（新潟県） 】

 新潟県では、復興基金を活用して、借入が困難な高齢者等に、死亡時に土地・建物の売却により一括返済することを条件に、住宅再建資
金を融資すること(新潟県中越大震災復興基金：不動産活用型住宅再建資金融資、新潟県中越沖地震復興基金：緊急不動産活用型住宅
再建資金融資)による高齢者等の住宅再建を支援した。

〔 内閣府『被災者の住まいの確保に関する取組事例集』平成27年、 （公財）新潟県中越沖地震復興基金ホームページ〕
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【新潟県による応急修理に係る補助金の上乗せ・補助対象の拡大（１） （新潟県） 】

 新潟県中越地震の際、災害救助法に基づく補助金に上乗せする形で新潟県独自の被災者住宅応急修理制度が設けられた。
 国と県の２つの制度を併用する場合には、それぞれに該当する修理箇所毎に費用を算出し加算した上で申請することとなるが、額の合計

としては「大規模半壊」で最大160 万円、「半壊」で最大110 万円までの補修工事が可能となる。
 また、「被災者生活再建支援金」の県制度分は住宅の補修に用いることが出来るため、応急修理制度の限度額を超える部分の工事や応

急修理制度の対象とならない箇所の工事に用いることができた。

〔内閣府、『被災者の住まいの確保に関する取組事例集』平成27年〕
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【新潟県による応急修理に係る補助金の上乗せ・補助対象の拡大（２） （新潟県） 】

新潟県は国の応急修理制度の適用範
囲外についても一部対応
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）

〔内閣府、『被災者の住まいの確保に関する取組事例集』平成27年〕

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援



【支援の終期の明確化の事例（JA共済連による自宅敷地への仮設住宅貸与サービス）】

 ＪＡ共済の契約者である被災者の自宅が壊れて住めなくなってしまった場合に、住宅の再建を前提として、キッチン、トイレ、風呂などが完備
された仮設住宅を８か月間無償で貸与し、自宅の敷地に供給。

 ８か月間はＪＡ共済連が当該仮設住宅のリース料を全額負担（被災者の希望により延長する場合は被災者負担）。

〔ＪＡ共済ＨＰ等より内閣府作成〕
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【８か月を超えた場合の賃料】
• 月極めで賃料を支払う。
• 物件の規模等で賃料は変わる。

（例）住居で８坪の場合： 約9,000円程度

【建築する際の手続き】
• 建築基準法第85条第5項を適用していることから、建築確認

が必要（都市計画区域外では建築確認の不要のケースもあ
る）。

• 譲渡も可能。

【大規模災害時の運用】
• 熊本地震や東日本大震災で10数戸程度を供給。

（リース会社は大規模災害時には都道府県から要請のある
応急仮設住宅の建設に対応。）

対象者
リース
会社

ＪＡ共済連
３者協定

⇒ 建設費用・解体費用・運搬費用についてはJA共済連が負担

リース契約

（契約・協定によるサービスの仕組み）

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(1)被災者の状況に応じた適切な支援
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(2) 要配慮者世帯への支援

【災害救助法：救助事務費の範囲】

 『災害救助事務取扱要領』（平成29年4月）では、例えば、大量の民間賃貸住宅の借り上げにおける被災者への住宅の斡旋や業者と
の契約、賃金支払いなどの膨大な事務作業について専門的な業者に事務を委託することを救助事務費として認めている（ただし、
応急救助以外の災害復旧や復興に関係する事務は対象外）。

 要配慮者への応急借上住宅のマッチング作業についても、市町村がシルバー人材センターやＮＰＯ等に委託する場合、当該委託費
は救助事務費の対象となる。

■災害救助事務取扱要領 （平成29年4月）【抄】

第５ 救助事務費に関する事項
１救助事務費の範囲
（２）救助事務費として認められる経費

サ委託費
応急救助の事務の執⾏に必要な業務委託費である。

（ア）救助事務は、本来、救助の実施機関が⾃ら⾏うのが基本であるが、発災時において、 円滑な事務を実施するに
は限界が⽣じる場合があるため、例えば、⼤量の⺠間賃貸住宅の借り上げにおける被災者への住宅の斡旋や業者との契
約、賃⾦⽀払いなどの膨⼤な事務作業について専⾨的な業者に事務を委託し、事務の効率化を図るための経費である。
そのため、あらかじめ委託の可能性があるもの事務を特定し、事前にその事務を受託 可能な業者等と協定を締結する
などの取組みを⾏うことが望ましい。

（イ）なお、この委託費は応急救助以外の災害復旧や復興に関係する事務は、対象とはならない。

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援



57

【阪神・淡路大震災復興基金（兵庫県・神戸市）】

 阪神・淡路大震災からの早期復興のためには、既存制度の枠内での支援だけでは困難な状況であったため、様々な制度拡充や創設を
する一方で、総合的な復興対策をより長期的・安定的・機動的に進めるために、兵庫県及び神戸市で『阪神・淡路大震災復興基金』
を創設した(H7.4.1）。

 本基金により、住宅・生活・産業・教育など幅広い分野にわたる支援を実施し、最終的には当初の28事業の4倍にあたる116事業を実
施した。

 H29年3月31日現在、約3,675億円が申請され、平成28年度末までに、そのうちの約3,673億円が被災者等へ既に支給されている。

事業スキーム
基本財産・・・200億円
運用財産・・・8,800億円（平成9年3月に3,000億円を増額）

出捐割合、貸付割合ともに兵庫県：神戸市＝２：１ 事業内容

〔公益財団法人 阪神・淡路大震災復興基金HP・神戸市HPより文言・図 抜粋〕

【阪神・淡路大震災復興基金（兵庫県・神戸市）の概要】

(2) 要配慮者世帯への支援

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援



【居住支援協議会について】

 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るため、平成28年11月末時点で、全都道府県及び17区市町において、地
方公共団体、不動産関係団体、居住支援団体等からなる「居住支援協議会」が設立されている。

〔国土交通省資料〕
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(2)要配慮者世帯への支援



【被災者の住まいの確保に関する取組について】

 被災者の住まいの確保に関する取組としては、公的主体による住まいの確保に係る支援に対応するものとして、住宅の耐震化による被害
の軽減や、半壊に至らない被害の被災者自身による補修等がある。

公的主体による住まいの確保
に係る支援 ①

①の支援策に対応する「自助・共助」 ② ②を促進・補完するための支援 ③

事前
（平常時）

・応急仮設住宅等の提供や災害
救助法に基づく住宅の応急修理
を迅速に実施するための準備

（協定締結、マニュアルの作成
等）

・災害リスクの低い居住地の選択
・ハザードマップの公表等の情報提供
・災害危険区域等からの移転支援 等

・自宅の改修・補強（耐震改修等） ・耐震改修支援 等

・保険・共済への加入
・保険・共済の加入促進のための普及啓
発等

事後
（発災後）

・応急仮設住宅の提供
・公的賃貸住宅の一時提供

・賃貸住宅や親族宅等への避難
・避難所や応急仮設住宅以外の場所へ
避難した被災者に対する適切な情報提
供 等

・災害公営住宅の提供 ・自宅の再建 ・被災者生活再建支援金 等

・災害救助法による応急修理 ・被災者自身による補修

・住宅の補修・再建に関する相談体制の
整備、建築業者の紹介

・災害復興住宅融資、災害援護資金貸付
金

・地方公共団体の独自支援 等

－ ・ＮＰＯやボランティアによる支援
・ボランティアセンターの運営に関する平
常時からの検討、災害時に活躍が期待
されるＮＰＯ等とのネットワーク化 等

＜被災者の住まいの確保に関する取組＞
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6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進
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【復旧・復興支援制度検索サービス】

 内閣官房IT総合戦略室等では、国と自治体（東日本大震災及び熊本地震により被災した都道府県及び市町村）の被災者支援制度を一元
的に検索可能なデータベースとして、 『復旧・復興支援制度検索サービス』を提供している（2012年～）。

 検索画面では、災害種類、地域区分、支援種類といった様々な観点から、支援制度が検索できる構成となっており、情報のアクセス性に配
慮されている。（国連公共サービス賞（2014）ファイナリスト、 https://www.r-assistance.go.jp/ ）

〔内閣官房IT総合戦略室提供資料〕

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進



【自治会等の地域コミュニティによる支援制度等の情報提供①】

〔「防災に関してとった措置の概況 平成26年度の防災に関する計画」より内閣府作成〕
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【調査概要】
①調査名 地域コミュニティにおける共助による防災活動に関する意識調査
②調査方法 調査会社によるWebアンケート調査
③調査対象者 3,000人（20歳以上の神戸市、仙台市及び名古屋市在住者各1,000人を調査会社のモニター登録者の中から抽出）
④実施期間 平成26年2月27日～3月4日

一般的な地域活動（地縁活動）と防災活動との関係 地域の防災活動の活性化のために必要なもの（2つまで回答可）

 内閣府の調査では、地域活動（地縁活動）を行っている者の方が、防災活動に参加している割合が高くなっており、地域活動の活性化が
地域防災力の強化にもつながる可能性がある。

 また、同調査では、地域の防災活動の活性化に必要なものは「共助」であるとする回答が最も多く、情報発信や共有等については、「公助」
に次いで「共助」による方法も重要と認識されている。

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進



【自治会等の地域コミュニティによる支援制度等の情報提供②】

〔総務省「平成27年度 復興支援員 取組事例集」より内閣府作成〕
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宮城県における「復興支援員制度」活用事例
【気仙沼市 自治会活動支援事業】

 地域コミュニティの支援
・地域コミュニティの支援を図るため、毎月、仮設住宅の

自治組織等を訪問し 自治会運営の支援を行っている。
 地域の維持・活性化に係る活動

・市が自治組織に出している補助金の活用相談等を行い、
地域コミュニティの維持・活性化につなげている。

 地域の情報収集及び情報提供
・市からの情報、各仮設住宅の様子、市内の復興状況等を

コミュニティペーパーに掲載し仮設住宅等に隔月に１回
発行している。

【石巻市 応急仮設住宅被災者自立生活支援事業】

 仮設住宅訪問による傾聴、相談支援
・自立困難世帯の仮設住宅に訪問し、生活再建意向の把握、

再建に関する情報提供、相談や支援を行う。
恒久住宅への早期移転に向け、各種住宅施策、賃貸住宅等の
情報提供、相談、手続き等の支援を行い、自立生活への再建
を促進。

 サロン活動参加による相談支援
・牡鹿・荻浜地区の仮設住民の交流を促し、応急仮設住宅での

生活課題の聞き取りや、相談対応を行う。
 地域行事への参加促進

・地域住民の製作による作品展示会等、地域行事への参加を
促進する。

 東日本大震災では、被災者の見守りやケア、地域おこし活動の支援等の復興に伴う地域協力活動を通じ、コミュニティ再構築を図る「復興
支援員制度」により、自治会等と連携し、住民への情報発信を行っている例がある。

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進
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【ふれあいのまちづくり協議会（神戸市）】

 神戸市では、高齢者、障がい者、児童などすべての市民が、地域社会のあたたかいふれあいの中で、自立と連携を図り、快適な日常生活を
送ることができるまちづくりをめざすため、地域の各種団体のネットワークを生かし、地域の福祉ニーズを把握して、地域の実情に合った福祉
活動・交流活動を行うなど市民と市が協働して地域福祉の向上をめざしていく「ふれあいのまちづくり事業」を実施している。

 この中で、自治会・婦人会・民生委員児童委員協議会・老人クラブ・子ども会・青少年育成協議会・ＰＴＡ・ボランティアグループの方々が中心
となって「ふれあいのまちづくり協議会」を自主的に結成し、「地域福祉センター」の管理にあたるとともに、当該センターを拠点として、地域の
福祉活動及び交流活動を企画・実施している。

 市は、ふれあいのまちづくり協議会が主体的に取り組む福祉、環境、防災、教育等さまざまな分野における活動を支援するため、その経費の
一部を助成している。

S52.1 神戸市民の福祉をまもる条例の制定
S61.5 地域福祉センターの開設を開始
H2.3 神戸市ふれあいのまちづくり条例の制定

（ふれあいのまちづくり事業の全市展開）
H23.4 全小学校区に地域福祉センターを設置

神戸市

○福祉活動
・ふれあい給食・友愛訪問
・健康講座・福祉教育・福祉講座

○交流活動
・世代間交流、障害者・福祉施設との交流
・子育てサークルづくり

○防犯・防災活動
○協議会ニュースの発行・ホームページの開設
○住民相互の支援事業

・身近な相談機能づくり
・地域での支えあいのしくみづくり

自治会 婦人会 老人クラブ

子ども会 ＰＴＡ
民生委員児童
委員協議会

ボランティア
グループ

ふれあいのまちづくり協議会

活動助成

活動拠点＝地域福祉センター

指定管理：
ふれあいのまちづくり協議会

全小学校区に設置

〔神戸市提供資料より内閣府作成〕

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進
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【被災者の再建支援のための総合的な相談窓口】

 総合的な相談窓口については、防災基本計画では、「国及び地方公共団体は、被災者の自立に対する援助、助成措置について、広く被災
者に広報するとともに、できる限り総合的な相談窓口等を設置するものとする。」と位置付けられている。

 熊本市では、平成２８年熊本地震からの生活再建支援に関係する総合相談窓口を開設しており、見舞金・義援金・生活再建支援金等に関
するもの、住宅融資に関するもの等、多様な要望に対応しているほか、弁護士や司法書士による法律相談にも対応している。

〔防災基本計画（平成29年4月11日）、熊本市ホームページより内閣府作成〕

（防災基本計画）

第２編 各災害に共通する対策編
第３章 災害復旧・復興

第４節 被災者等の生活再建等の支援

○ 国及び地方公共団体は、被災者の自立
に対する援助、助成措置について、広く
被災者に広報するとともに、できる限り総
合的な相談窓口等を設置するものとす
る。居住地以外の市町村に避難した被災
者に対しても、従前の居住地であった地
方公共団体と避難先の地方公共団体が
協力することにより、必要な情報や支援・
サービスを提供するものとする。

熊本市における被災者⽣活再建⽀援
のための総合相談窓⼝
（2017年7⽉1⽇時点）

 見舞金・義援金・生活再建支援金 等

 住宅融資相談
 法律相談（弁護⼠）
 法律相談（司法書⼠）
 被災住宅の応急修理
 ⺠間賃貸住宅借上げ

【熊本市における総合的な相談窓⼝】【防災基本計画（抄）】

(3) 災害への備え、自力再建の促進

6-1. 住宅再建・生活再建を促進するための支援
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【被災者の再建支援のための総合的な相談窓口の事例（神戸市）】

 神戸市では、被災者の住宅の自力再建の際の融資、税制、建設工法、工務店選び等についての相談や情報提供を行う支援窓口の拠点とし
て、民間企業の協力を得て『神戸・復興住宅メッセ』（H7.1～H10.3，運営：神戸市住宅供給公社）を設置した。

・事業主体：神戸市、神戸市住宅供給公社、民間住宅・建築関係団体、住宅メーカー、地元工務店、デベロッパー等
・事業内容：建築、法律、税務、融資制度の相談、資金計画から設計、施工までの相談、協調建替コーディネーター・

住宅再建ヘルパーの派遣等
・実績：開設以来、3年間で約50,000組の市民が来場した。
 『神戸・復興住宅メッセ』の経験を活かし、すまい手への総合支援を行うことを目的とする窓口として、官民ネットワークによる 『神戸市すまい

の安心支援センター（すまいるネット）』をH12.10に開設(運営：神戸市住宅供給公社）し、現在は事業内容の充実を図りつつ、『神戸市すまいと
まちのあんしん支援センター』(運営：神戸すまいまちづくり公社）として再編された。

 『すまいるネット』の運営には多様な住まいに関連する団体が参画し、このネットワークを活かした相談、情報提供及び普及啓発を柱に様々な
事業を展開している。（年間利用者数：約17,000人、一般相談：約5,780件(H28））

＜運営委員会の主な加入団体＞

・兵庫県弁護士会
・神戸市消費者協会
・日本建築家協会兵庫地域会
・兵庫県建築設計監理協会
・兵庫県建築士事務所協会神戸支部
・兵庫県建築士会神戸支部
・神戸市建築協力会
・兵庫県宅地建物取引業協会
・全日本不動産協会兵庫県本部
・住宅金融支援機構近畿支店
・ＵＲ都市機構西日本支社

・建築士、消費生活相談員、ファイナンシャルプランナーによる「一般相談」

・弁護士等による「専門相談」

・現地へ建築士等の専門家を派遣する「現地簡易アドバイス」

・各種すまいの物件情報の提供

（宅建協会窓口（民間住宅）、高齢者向け住宅・施設、

公営住宅（市営住宅、県営住宅））

・信頼できる業者探しの支援「選定支援システム」

・セミナーの開催、冊子の発行等による啓発

・学校や専門家団体と連携し、「住」をテーマに小中学校で授業「住教育」

・地域の会合に出向き、住まいに関する身近なテーマで講座「出前講座」

神戸・復興住宅メッセ（H7.1～H10.3）

住宅相談のノウハウが蓄積

H12.10～

(3) 災害への備え、自力再建の促進

6-1. 住宅再建・生活再建を促進するための支援



【新潟中越地震及び熊本地震における対応】

平成16 年11 月5 日～12 月28 日の間、降雪期を前に比較的被災程度の軽い住宅
の修繕を緊急かつ集中的に実施し、被災者の生活の安定と被災地の復興を促進す
るため、県内住宅建設関係団体による住宅修繕支援隊を国、全国の住宅建設関係
団体の支援を受けて創設し、以下の業務を行った。延べ相談件数は１，１８７件。
・被災地に対する地元工務店等の紹介（工務店紹介、名簿作成、電話相談）
・修繕を受注する地元工務店等に対する支援（建設技能者の登録と派遣、災害救助
法への対応指導）

「住宅修繕支援隊」も組織され、県外の業者が地元業者の請けた工事を支援する、
あるいは対応できない分を請ける形が組まれたが、実際にはあまり活用されなかった
という。その理由としては、被災者は工事後のアフターケアや豪雪地帯特有の事情を
考えて地元や県内の業者を希望したため、県外の業者がなかなか受け入れられな
かったこと、工事を請けた地元業者を県外業者が支援する場合は、地元業者が連合
会から紹介された県外業者の人材を雇用契約する形をとるが、地元業者には一人親
方も多いため、契約が面倒で人材を受け入れようとしなかった面があること、などが
挙げられる。

※新潟県建築組合連合会へのヒアリングによる

〔平成16年新潟県中越地震建築物被害調査報告〕
〔H18国土交通省国土技術政策総合研究所･独立行政法人建築研究所〕

国土交通省では、平成28年熊本地震で被災した住宅の補修・再建に関
する相談体制として、①被災住宅の補修・再建にかかるフリーダイヤルの
開設、②現場で被災住宅の補修・再建の相談に応じる専門家の派遣、③
現地での相談窓口の設置を実施。熊本地震で被災した住宅の補修に対応
することができる九州各県の事業者に関する情報提供を行った。

〔国土交通省資料を基に内閣府作成〕

（社）住宅生産団体連合会、（社）プレハブ建築協会、（社）日本ツーバイフォー建築
協会、（社）全国中小建築工事業団体連合会、（社）日本木造住宅産業協会及び（社）
新潟県建築組合連合会をはじめとする現地建築関係団体が協力して、「住宅修繕支
援隊」が設置

〔地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会（第7回）資料〕

 新潟中越地震では、比較的被災程度の軽い住宅の修繕を緊急かつ集中的に実施するため、新潟県内の住宅建設関係団体が、国及び全
国の住宅建設関係団体の支援も受け、「住宅修繕支援隊」を創設。県外の業者が地元業者を支援する仕組みも設けたが、被災者の意向や
地元業者の事情により、実際にはあまり活用されなかった。

 熊本地震では、被災した住宅の補修・再建に関する相談体制として、フリーダイヤルの開設、住宅の補修・再建の相談に応じる専門家の派
遣、現地相談窓口の設置を実施。被災した住宅の補修等に関する情報として、九州各県の事業者に関する情報提供を行った。
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＜新潟地震における対応＞

〔新潟中越大震災の記録（H19新潟県）〕

＜熊本地震における対応＞

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進
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【持家の再建・補修に関する支援の事例（石川県）】

 平成19年能登半島地震後、被災者生活再建支援法の改正及びその遡及適用、能登半島地震復興基金による「能登ふるさと住まい・まち
づくり支援事業」の創設など支援策が充実したことから、公営住宅希望者が当初の78世帯（平成19年6月時点）から49世帯（同年11月時
点）へ減少。

 能登ふるさと住まい・まちづくり支援事業は、住宅を建設する場合や補修する際に、「耐震・耐雪」、「バリアフリー」、「景観配慮」、「県産材
活用」、「建ておこし」などの一定の条件を満たした場合、全壊世帯で上限200万円、大規模半壊世帯で上限120万円を助成するもの。（※
補修の場合：工事に要する経費の1/2を補助）

 さらに、住宅の建設や補修に係る借り入れの際に発生する利子について、支払った５年間の利子分を助成する被災住宅再建利子補給事
業を創設。

能登ふるさと住まい・まちづくり支援事業による支援のイメージ

〔輪島市『2007.3.25能登半島地震復興対策』平成21年2月〕

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進
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【区分所有マンションにおける応急的な修理に係る合意形成】

 区分所有法では、共用部分の変更（エレベーターの建物への外付け工事や構造躯体への加工が大きい耐震化工事など大規模な工事に
よる変更等）は、区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数による集会の決議で決するとされている。

 共用部分の管理（共用部分の形状又は効用の著しい変更を伴わないもの）については、区分所有者及び議決権の各過半数による集会の
決議で決するとされ、保存行為については、各共有者が単独で行うことができるとされている。共用部分の管理又は保存行為については，
規約で別段の定めをすることも可能。

 規約による別段の定めとしては、災害等の緊急時における必要な保存行為について、理事長が単独で判断し実施できる旨の定めなどが
考えられる。

■区分所有法（建物の区分所有等に関する法律）【抄】
（共用部分の変更）
第十七条 共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除く。）は、区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数による集会の決議で決する。ただし、この

区分所有者の定数は、規約でその過半数まで減ずることができる。
２ （略）
（共用部分の管理）
第十八条 共用部分の管理に関する事項は、前条の場合を除いて、集会の決議で決する。ただし、保存行為は、各共有者がすることができる。
２ 前項の規定は、規約で別段の定めをすることを妨げない。
３・４ （略）

■マンション標準管理規約（単棟型） （最終改正 平成28年3月14日国土動指第89号、国住マ第60号）

（敷地及び共用部分等の管理）
第２１条 （略）
６ 理事長は、災害等の緊急時においては、総会又は理事会の決議によらずに、敷地及び共用部分等の必要な保存行為を行うことができる。

第２１条関係
⑩（略）第６項では、災害等の緊急時における必要な保存行為について、理事長が単独で判断し実施できることを定めるものである。災害等の緊急時における必要な保存行為としては、

共用部分等を維持するための緊急を要する行為又は共用部分等の損傷・滅失を防止して現状の維持を図るための比較的軽度の行為が該当する。後者の例としては、給水管・排水
管の補修、共用部分等の被災箇所の点検、破損箇所の小修繕等が挙げられる。（略）

⑪ 災害等の緊急時において、（略）総会の開催が困難である場合には、理事会においてその実施を決定することができる・・（略）・・理事会の開催も困難な場合があることから、そのよう
な場合には、保存行為に限らず、応急的な修繕行為の実施まで理事長単独で判断し実施することができる旨を、規約において定めることも考えられる。（略）

■マンション標準管理規約（単棟型）コメント（同上）

第４７条関係
⑤このような規定の下で、各工事に必要な総会の決議に関しては、例えば次のように考えられる。ただし、基本的には各工事の具体的内容に基づく個別の判断によることとなる。

ア）バリアフリー化の工事に関し、（略）・・エレベーターを新たに設置する工事は特別多数決議により実施可能と考えられる。
イ）耐震改修工事に関し、 （略）・・基本的構造部分への加工が小さいものは普通決議により実施可能と考えられる。
ウ）防犯化工事に関し、 （略）・・ 防犯カメラ、防犯灯の設置工事は普通決議により実施可能と考えられる。
エ）ＩＴ化工事に関し、 （略）・・外観を見苦しくない状態に復元するのであれば、普通決議により実施可能と考えられる。
オ）計画修繕工事に関し、 （略）・・消防用設備、エレベーター設備の更新工事は普通決議で実施可能と考えられる。
カ）（略）・・大規模なものや著しい加工を伴うものは特別多数決議により、 （略）・・玄関扉等の一斉交換工事（略）・・ は普通決議により、実施可能と考えられる。

6-1．住宅再建・生活再建を促進するための支援
(3)災害への備え、自力再建の促進



【震災復興の流れ（東京都震災復興マニュアル）】

（参考）過去の大規模災害における応急建設住宅のスケジュール

災害名 応急仮設住宅建設戸数 着工 入居開始 全戸完成 解消

　48,300件 ２日後 １６日後 約７か月後 　　　　　　　　　　　　約５年後

約53,000件 ８日後 ２１日後 約１年後で９９％完成

H７．１．１７
阪神淡路大震災

H２３．３．１１
東日本大震災 使用中

〔内閣府・国土交通省調べ〕

〔東京都作成資料より抜粋〕
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 東京都では首都直下地震等の発災後、２週間以内を目途に「都市復興基本方針」、６か月以内を目途に「復興まちづくり計画」等を策定する
こととしており、被災者の住まいの確保についてはこれらの計画を考慮した上で進める必要がある。

6-2．復興まちづくりとの連携
(1)復興方針・復興計画と連携した住まいの多様な供給の選択肢の事前検討



【応急借上住宅による市町村外への移転と入居者の再建場所（岩手県）】

 岩手県で被災し県内の応急借上住宅に入居した3456件のうち、元々
住んでいた市町村内で物件を確保したのは2006件（58.0％）である。

 市町村外に移転した1450件の移転先をみると（右図）、沿岸部の隣接
する市のほか、盛岡市などの内陸部への移転も多くみられる。

 市町村外に移転した被災者（県外からの移転も含む）のうち退去後の
住所が把握された928件をみると、元の市町村に戻って再建した被災
者が38.9％、入居した応急借上住宅がある市町村で再建した被災者
が40.8％でほぼ同程度となっており、さらに別の市町村に移転して再
建した被災者は20.3％である。特に移転者の多い盛岡市では、応急
借上住宅がある盛岡市内での再建が52.9％となっており、元の市町
村に戻らない割合がより高い。

〔岩手県提供の契約情報及び退去済世帯情報[2017年4月時点]を元に米野委員作成〕
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応急借上住宅への入居に伴う市町村外への移転の状況

元の市町村外の応急借上住宅に入居した被災者の再建場所

38.9%

40.8%

20.3%
29.0%

52.9%

18.1%

県内全体（n=928）

元の市町村に
戻って再建

入居した応急借上住宅が
ある市町村で再建

さらに別の
市町村に移転

盛岡市に移転した者（n=238）

元の市町村に
戻って再建

さらに別の
市町村に移転

応急借上住宅がある
盛岡市で再建

6-2．復興まちづくりとの連携
(1)復興方針・復興計画と連携した住まいの多様な供給の選択肢の事前検討



34.9%

49.9%

15.2%

42.5%

40.1%

17.4%

【応急借上住宅による市町村外への移転と入居者の再建場所（宮城県）】

 宮城県で被災し県内の応急借上住宅に入居した20659件のうち、元々
住んでいた市町村内で物件を確保したのは14350件（69.5％）である。

 市町村外に移転した6309件の移転先をみると（右図）、そのうちの約４
割となる2645件は仙台市に集中している。このほか県外からも含める
と計3408件が仙台市へと転入している。

 市町村外に移転した被災者のうち退去後の住所が把握された7971件
をみると（県外からの移転分1772件も含む） 、元の市町村に戻って再
建した被災者が42.5％、入居した応急借上住宅がある市町村で再建し
た被災者が40.1％でほぼ同程度となっており、さらに別の市町村に移
転して再建した被災者は17.3％である。移転者が集中する仙台市では、
応急借上住宅がある仙台市内での再建が49.9％となっており、元の市
町村に戻らない割合がより高い。
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応急借上住宅への入居に伴う市町村外への移転の状況

元の市町村外の応急借上住宅に入居した被災者の再建場所

県内全体（n=7971）

元の市町村に
戻って再建

入居した応急借上住宅が
ある市町村で再建

さらに別の
市町村に移転

仙台市に移転した者（n=3342）

元の市町村に
戻って再建

さらに別の
市町村に移転

応急借上住宅がある
仙台市で再建

〔宮城県提供の退去済世帯の情報[2017年6月時点]を元に米野委員作成〕

6-2．復興まちづくりとの連携
(1)復興方針・復興計画と連携した住まいの多様な供給の選択肢の事前検討



【首都直下地震・南海トラフ地震の震度６強以上の市区町村における住宅の属性の傾向】

〔内閣府作成〕
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※ （１）（２）：国勢調査（平成２２年）、（３）（４）：住宅・土地統計調査（平成２５年）
なお、住宅･土地統計調査は、人口15,000人以下の町村は対象外。

※ 震度６強以上の市区町村を対象に集計。
※ 調査項目によって合計が異なっている場合がある。

（単位：千戸）

首都

直下

地震

南海

トラフ

地震

（１）持家・借家別
首都

直下

地震

南海

トラフ

地震

（２）戸建・共同建別

持家 10,293 （57.1% ） 借家 7,740 （42.9% ）

計
18,033

計
11,338

戸建 8,229 （46.4%） 共同建 9,507 （53.6%）

計
17,736

戸建 6,651 （59.7% ） 共同建 4,489 （40.3%）

計
11,140

持家 7,174 （63.3% ） 借家 4,164 （36.7%）

首都

直下

地震

南海

トラフ

地震

（３）木造・非木造別
首都

直下

地震

南海

トラフ

地震

（４）旧耐震・新耐震別

木造 9,134 （50.7%） 非木造 8,876 （49.3%）

非木造 4,762（42.5%）木造 6,436 （57.5%）

計
18,010

計
11,197

旧耐震 4,028 （25.0%）
新耐震 12,100 （75.0%）

計
16,128

旧耐震 3,224 （31.0%） 新耐震 7,160 （69.0%）

計
10,384

 持家・借家別では、首都直下地震エリア、南海トラフ地震エリアともに概ね持家6割、借家4割と同様の傾向となっている。
 戸建・共同建別では、首都直下地震エリアでは共同建が若干戸建より多いのに対し、南海トラフ地震エリアでは戸建（60%）が共同建

（40%）の1.5倍と逆の傾向を示している。また、戸建の総数では、首都直下地震エリアの方が南海トラフ地震エリアよりも多くなっている。
 木造・非木造別では、首都直下地震エリアでは木造・非木造がほぼ半々になっているのに対し、南海トラフ地震エリアでは木造（58%）が非

木造（43%）の1.35倍となっている。また、木造の総数では、首都直下地震エリアの方が南海トラフ地震エリアよりも多くなっている。
 旧耐震・新耐震別では、首都直下地震エリアで75%が、南海トラフエリアでは69%が新耐震となっている。

エリア 調査名 市区町村数 全戸数 エリア 調査名 市区町村数 全戸数

首都直下
地震

国調 354 18,032,976 南海トラフ
地震

国調 353 11,338,279

住調 298 18,010,020 住調 268 11,197,340

6-2．復興まちづくりとの連携
(1)復興方針・復興計画と連携した住まいの多様な供給の選択肢の事前検討



中野区

高知市

（３）木造・非木造別

計
181,010

木造 66,230 （36.6%） 非木造 114,780 （63.4%）

非木造 74,420 （48.3% ）木造 79,690 （51.7% ）

計
154,110

【首都直下地震・南海トラフ地震の震度６強以上の人口が同規模の市区における住宅の属性の傾向（中野区／高知市） 】

〔内閣府作成〕
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※ （１）（２）：国勢調査（平成２２年）、（３）（４）：住宅・土地統計調査（平成２５年）
※ 調査項目によって合計が異なっている場合がある。
※ 平成27年10月1日時点での人口：中野区 328,215人、高知市 337,190人

中野区

高知市

（１）持家・借家別

中野区

高知市

（２）戸建・共同建別

持家 62,108 （33.7%） 借家 122,015 （66.3%）

計
184,123

計
150,567 

戸建 43,710 （ 23.8% ）
共同建 139,814 （ 76.2% ）

計
183,524

戸建 83,363 （ 55.7% ） 共同建 66,350 （ 44.3% ）

計
149,713

持家 83,509 （55.5%） 借家 67,058 （44.5% ）

中野区

高知市

（４）旧耐震・新耐震別

旧耐震 41,830 （27.1% ）

新耐震 112,240 （72.9% ）

計
154,070

旧耐震 36,640 （26.7% ） 新耐震 100,480 （73.3% ）

計
137,120 

 持家・借家別では、中野区では借家（66％）が持家（34％）の2倍であるのに対し、高知市では持家（56％） が借家（45％）の1.25倍と逆の
傾向を示している。また、持家の総数では、高知市の方が中野区よりも多くなっている。

 戸建・共同建別では、中野区では共同建（76％）が戸建（24％）の3.2倍であるのに対し、高知市では戸建（56％） が共同建（44％）の1.25
倍と逆の傾向を示している。また、戸建の総数では、高知市の方が中野区よりも多くなっている。

 木造・非木造別では、中野区では非木造（63％）が木造（37％）の1.7倍であるのに対し、高知市では木造･非木造がほぼ半々となってい
る。また、木造の総数では、高知市の方が中野区よりも多くなっている。

 旧耐震・新耐震別では、中野区、高知市ともに73%が新耐震となっている。

（単位：戸）

6-2．復興まちづくりとの連携
(1)復興方針・復興計画と連携した住まいの多様な供給の選択肢の事前検討



【住まいの多様な供給の選択肢（持家世帯）】

6-2．復興まちづくりとの連携
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：継続

：転居

発
災

応
急
段
階

復
旧
・
復
興
段
階

⾃宅 （持家）

継続居住
（自宅修理）

⼀時居住場所（避難所、公営住宅、知⼈宅 等）

応急借上住宅
（登録住宅含む）

応急建設住宅
（公共用地内）

（仮設）

継続居住
（賃貸借又は譲渡）

継続居住
（賃貸借）

自宅再建 災害公営住宅

民間賃貸住宅

応急建設住宅
（公共用地内）

（本設）

応急建設住宅
（自宅敷地内）

（仮設）

応急建設住宅
（自宅敷地内）

（本設）

必要に
応じ改修

解体
撤去

解体
撤去

必要に
応じ改修

※ 本設 ：建築基準法の本設の建築基準に適合する同法第85条第2項の「応急仮設建築物」

必要に
応じて
修理

※大規模災害発生時においては、応急的・一時的な住まいでの生活が長期化することが想定されることから、建築基準法の本設の建築基準に適合した住宅を応急建設住宅として供給すること、また応急建設
住宅を自宅敷地内に供給することも選択肢の一つとして考えられる。この場合、災害救助法との整合性を検討した上で、資材調達の状況や発災後の地方公共団体の業務量等を踏まえた供給時期、供給に
要する時間、コスト、地域性、立地、敷地の長期使用可能性、供給体制、確認審査・検査体制など、様々な観点から大規模災害の発生時のフィージビリティを考慮しつつ、検討を行う必要がある。

(1)復興方針・復興計画と連携した住まいの多様な供給の選択肢の事前検討



【住まいの多様な供給の選択肢（借家世帯）】
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：継続

：転居

発
災

応
急
段
階

復
旧
・
復
興
段
階

⾃宅 （借家）

継続居住
（自宅修理）

⼀時居住場所（避難所、公営住宅、知⼈宅 等）

応急借上住宅
（登録住宅含む）

応急建設住宅
（公共用地内）

（仮設）

継続居住
（賃貸借又は譲渡）

継続居住
（賃貸借）

自宅再建 災害公営住宅

民間賃貸住宅

応急建設住宅
（公共用地内）

（本設）

解体
撤去

必要に
応じ改修

必要に
応じて
修理

※ 本設 ：建築基準法の本設の建築基準に適合する同法第85条第2項の「応急仮設建築物」

※大規模災害発生時においては、応急的・一時的な住まいでの生活が長期化することが想定されることから、建築基準法の本設の建築基準に適合した住宅を応急建設住宅として供給することも選択肢の一
つとして考えられる。この場合、災害救助法との整合性を検討した上で、資材調達の状況や発災後の地方公共団体の業務量等を踏まえた供給時期、供給に要する時間、コスト、地域性、立地、敷地の長期
使用可能性、供給体制、確認審査・検査体制など、様々な観点から大規模災害の発生時のフィージビリティを考慮しつつ、検討を行う必要がある。
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【応急建設住宅の供与期間終了後の有効活用の事例】

 応急建設住宅については、供与期間終了後、建築基準法の本設の建築基準に適合するよう改修し、各被災地の実情等に合わせて有効活
用した事例がある。

県が補強工事を実施し、県の単独住宅
として活用した事例 【和歌山県】

平成23年台風12号により被災した住宅敷地の復旧工事
が、応急建設住宅の入居期限である2年以内に完了しない
ため、建築基準法への適合と応急建設住宅の環境改善を
目的に、基礎等の補強工事を実施し、供与期間終了後に
県の単独住宅とすることとした。

〔和歌山県提供資料〕

市が補強工事を実施し、市の単独住宅
として活用した事例 【熊本県阿蘇市】

平成24年7月の九州北部豪雨に際して建設された応急建
設住宅の存続期間が平成26年12月10日に満了するため、
阿蘇市は基礎部分を補強するなどして建築基準法に適合
する一般住宅とした上で入居期間を1年延長することとし
た。なお、供与期間終了後は市が管理する賃貸住宅として
いる。

〔熊本県提供資料〕

76

6-2．復興まちづくりとの連携
(2)応急建設住宅の有効活用等 （改修して有効活用）
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【応急建設住宅の有効活用の事例（福島県）】

 福島県では、応急建設住宅の供与期間終了後に、当該住宅を移築して建築基準法の本設の建築基準に適合させ、移住・二地域居住を推進
するための住宅として有効活用する市町村に対し、“お試し住宅”等のモデルプラン（移築後の間取り等）の作成等の支援を実施。

１．市町村が策定した活用計画に基づき、条件の整った箇
所から事業を実施します。

２．“お試し住宅”等のモデルプラン（移築後の間取り等）を
作成し、市町村へ提供します。

３．仮設住宅の解体・資材の運搬を行います。（上記市町
村には、用地確保や再築、道路・水道等インフラ整備を
実施していただきます）

○移住希望する方が、県内に長期滞在してもらうことで、
地域の良さを実感できるとともに地域住民との融和が図
られます。

○仮設住宅を活用することで、市町村が実施する低価格・
低投資かつ環境にやさしい“お試し住宅”等の整備を支
援します。

取組の目的

取組の内容

仮設住宅（現況）

移築後のイメージ

市町村県

解体団地の情報提供

モデルプランの提供

活用の有無照会 活用の検討・提案

“お試し住宅”等の発注

選定・決定

解体工事の発注

・資材の運搬

建設工事完了

運用・管理開始

取組のイメージ

〔福島県提供資料より内閣府作成〕

福島県による仮設住宅を活用した移住・二地域居住の推進
～仮設住宅を再利用した“お試し住宅”等を整備する市町村に対する支援～

移住希望者

6-2．復興まちづくりとの連携
(2)応急建設住宅の有効活用等 （改修して有効活用、自宅敷地への供給）
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【建築基準法第８５条第２項の「応急仮設建築物」の存続期間】

 建築基準法第８５条第２項の「応急仮設建築物」である応急仮設住宅の存続期間については、建築基準法に基づき、建築工事を完了して３
か月以内に特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、２年以内の期間を限って存続の許可をすることができるこ
とから、最長で２年３か月とされている。

 この存続期間については、著しく異常かつ激甚な非常災害を対象とする特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措
置に関する法律第７条を適用することにより、さらに１年ごとに特定行政庁の許可を受けることで延長可能。

※ 阪神・淡路大震災（平成７年）、新潟県中越地震（平成１６年）、東日本大震災（平成２３年）について適用。

建築工事

の完了

３ヵ月

特定行政庁

の許可

２年以内

存続期間：最長で２年３ヵ月

１年以内 １年以内

建築基準法
特定非常災害の被害者の権利利益の保全
等を図るための特別措置に関する法律

（特定⾮常災害法）

特定行政庁は１年を超えない範囲内で

許可の期間の延長が可能

（更に延長する場合も同様）

6-2．復興まちづくりとの連携
(2)応急建設住宅の有効活用等 （本設の建築基準に適合させて応急仮設建築物として供給）
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【災害救助法第４条第１項第１号の「応急仮設住宅」と建築基準法第８５条第２項の「応急仮設建築物」】

 災害救助法第４条第１項第１号に規定する「応急仮設住宅」は、一般的には建築基準法第８５条第２項に規定する「公益上必要な用途に供
する応急仮設建築物」として建築される場合、同法に基づく建築確認・完了検査・定期報告が不要となるほか、建築材料、防火・避難、建築
設備等に係る単体規定の一部と、形態規制等の集団規定が適用除外となる。

 応急仮設住宅を設置する都道府県等が、その判断の下に、その供与期間を超えて継続して恒久住宅として被災者に提供しようとする場合
は、住宅の基礎等への追加工事等により建築基準法の現行規定に適合させることができれば、国に協議することなく、存続させることが可
能。（平成26年度の「地方分権改革に関する提案募集」への内閣府・国土交通省による回答より）

恒久的な建築物
として建築する場合

（『本設』）

非常災害があった場合において、
発生区域等で１か月以内に応急の修繕や、

災害救助のための建築物や被災者が自ら使用
するための建築物（延べ面積30㎡以内）を建築

する場合

災害があった場合において
公益上必要な用途に供する応急仮設建築物

（応急仮設住宅含む）として建築する場合

根拠規定 建築基準法 建築基準法第85条第1項 建築基準法第85条第2項

必要な手続
○建築確認 ⇒必要
○完了検査 ⇒必要
○定期報告 ⇒必要

○建築確認 ⇒不要
○完了検査 ⇒不要
○定期報告 ⇒不要

○建築確認 ⇒不要
○完了検査 ⇒不要
○定期報告 ⇒不要

適合が求められ
る建築基準

○単体規定
・構造耐力、建築材料、防火・避難、採
光、換気、建築設備 等

○集団規定
・接道、用途、形態 等

○単体規定
⇒適用除外

○集団規定
⇒適用除外 （※防火地域内の建築は不可）

○単体規定
・構造耐力、採光、換気 等
※建築材料、防火・避難、建築設備等に係る

単体規定の一部は適用除外
○集団規定

⇒適用除外

存続期間

（特段の定めなし） ○３ヶ月を超えて存続しようとする場合、特定行政庁の許可が必要。
○許可後２年間、存続が可能。（当初と併せて最長で２年３ヶ月）
（※東日本大震災においては、特定非常災害として政令で指定されたため、応急仮設住宅は、更に１

年を超えない範囲で許可の期間延長が可能。また、東日本大震災復興特別区域法を適用すること
により、応急仮設建築物についても、更に１年を超えない範囲で許可の期間延長が可能。）

【建築基準法における恒久的な建築物と仮設建築物の適用関係】

6-2．復興まちづくりとの連携
(2)応急建設住宅の有効活用等 （本設の建築基準に適合させて応急仮設建築物として供給）



【建築基準法における建築基準と使用開始までの手続きフロー】
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〔出典：国土交通省HP〕

設計段階

建築確認

施工段階 施工終了

中間検査 完了検査

『 仕 様 規 定 』 『 性 能 規 定 』

【 建 築 基 準 】

建
築
計
画

使
用
開
始

工
事
着
工

特定行政庁 or
指定確認検査機関

設計図書等の建築基準への適合性を審査

■単体規定【建築物の安全性確保】

■集団規定【健全なまちづくり】

■建築基準関係規定

○接道規制（避難・消防等の経路確保）････○敷地と道路の関係
○用途規制（土地利用の混乱の防止）･･････○用途地域毎の建築制限

○形態規制（市街地の環境の維持）････････○容積率、斜線制限等

○敷地（衛生・安全の確保）･･････････････○雨水排水溝、盛土等
○構造（地震等による倒壊の防止）････････○構造部材､壁量等 ･･･････○限界耐力計算等
○防火・避難（火災からの人命の確保）････○耐火構造､避難階段等 ･･･○耐火設計法､避難安全検証法等

○一般構造・設備（衛生・安全の確保）････○採光､階段､給排水設備等 ･･･○エレベーター強度検証法等

○バリアフリー法、消防法、都市計画法
等の一部の規定等のうち建築物の敷地、
構造又は建築設備に係るもの

接道義務 等

建ぺい率 等

6-2．復興まちづくりとの連携
(2)応急建設住宅の有効活用等 （本設の建築基準に適合させて応急仮設建築物として供給）
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【当初から建築基準法の本設の建築基準に適合した応急建設住宅の供給と継続居住の可能性】

 建築基準法の本設の建築基準（単体規定・集団規定）に適合していても、建築基準法第85条第2項の「応急仮設建築物」として建築すること
は可能であり、同条第3項に基づく工事完了後３月以内の特定行政庁の許可に際して安全性等の確認が取れれば、その後２年間は存続可
能である。

 上記許可に係る存続可能な期間が過ぎる前に、当該住宅が建築基準法の本設の建築基準に適合していることが確認されれば、継続して
居住できる可能性がある。

 また、建築基準法の本設の建築基準への適合を考慮したモデル的な応急建設住宅の建築計画・工法・工期・コスト等についてあらかじめ検
討を行い、計画から工事完了までの時間を可能な限り短縮できるようにしておく必要がある。

建築工事

の完了
（※完了検査は不要）

３ヵ月

特定行政庁

の許可

２年以内

存続期間：最長で２年３ヵ月
継続居住できる

可能性あり

建築基準法の本設の建築基準

（単体規定・集団規定）に適合した

応急建設住宅を企画・設計

建築工事

の着工
（※建築確認は不要）

特定行政庁が

本設の建築基準への

適合性を確認

本設の基準に適合した「応急仮設建築物」として整理
本設の基準に

適合した住宅

当初から建築基準法の本設の建築基準に適合した応急建設住宅の供給とシームレスな活用のイメージ

適合

6-2．復興まちづくりとの連携
(2)応急建設住宅の有効活用等 （本設の建築基準に適合させて応急仮設建築物として供給）



(2)応急建設住宅の有効活用等 （本設の建築基準に適合させて応急仮設建築物として供給）
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【熊本地震における応急建設住宅の工事期間・建設コストの比較】

 熊本地震において供給された応急建設住宅4,303戸のうち、一般的なプレハブの応急建設住宅（以下「プレハブ仮設」）は3,620戸（約84%）、鉄
筋コンクリート造の基礎にて建設した木造仕様の応急建設住宅（以下「木造仮設」）は683戸（約16%）となっている。

 木造仮設については、過去の災害で検討され実際に建設された仮設住宅の図面等を参考にしたことから、計画から工事着工までの期間は、
規模や立地等が同じような条件のプレハブ仮設とほぼ変わらなかった。

 工事着工から工事完了までの期間（工事期間）については、土地の造成の有無、職人の確保状況、天候状況等により大きく左右され、一概に
比較はできないが、単純に全団地で平均すると、鉄筋コンクリート造の基礎の木造仮設は約71日、木杭のプレハブ仮設は約45日となってい
る。なお、木造仮設によっては、プレハブ仮設の平均の工事期間と同程度の期間で工事が完了したものもある。

 木造仮設の平均の建設コストは、建物のみで約622万円、敷地造成費込み(解体費は含まない）で約807万円、プレハブ仮設の平均の建設コ
ストは、建物のみで約379万円、敷地造成費込み（解体費を含む）で約796万円となっている。

【熊本地震における比較的迅速に供給された木造仮設の例】

木造仮設①【宇城市当尾団地】（30戸） 木造仮設②【西原村小森第１団地】（30戸）

・工事期間 ： 47日
・建設コスト（敷地造成費込み、解体費除く）

：約800万円／戸

・工事期間 ： 42日
・建設コスト（敷地造成費込み、解体費除く）

：約750万円／戸

6-2．復興まちづくりとの連携



【津波被害の想定に基づく移転候補地の事前検討（徳島県美波町）】

 徳島県美波町では、津波浸水想定の結果に基づき、集合住宅や町営住宅を高台に整備する計画を進めている。
 住宅以外では、災害拠点や要配慮者利用施設となる公共施設等についても、その重要性や耐震性、移転に際する住民への影響等を総合

的に考慮して、優先度が定められて段階的に整備を進める予定である。

〔美波町資料より内閣府作成〕
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市街地の浸水想定結果及び高台整備計画地（赤枠内） 高台の配置イメージ

6-2．復興まちづくりとの連携
(3)自力再建に向けた用地の確保



【住宅移転に係る支援制度】

 被災後の住宅移転に係る国庫補助事業として、防災集団移転促進事業とがけ地近接等危険住宅移転事業がある。
 がけ地近接等危険住宅移転事業は、制度的には発災前の予防的措置を意識したものであるが、発災後に地盤が緩むなどして地方公共団

体が災害危険区域と指定した場合は、活用することも可能となる。

〔国土交通省資料より内閣府作成〕
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事業名 防災集団移転促進事業 がけ地近接等危険住宅移転事業（住宅・建築物安全ストック形成事業）

事業概要
災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民の居住に適当でないと認められ
る区域内にある住居の集団的移転を促進するため、当該地方公共団体に対し、事業
費の一部補助を行い、防災のための集団移転促進事業の円滑な推進を図る事業

がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害危
険区域等の区域内にある既存不適格住宅等の移転を行う者に対し補助金を交付する地方公共団体に対して交付
金を交付する事業

補助要件

（１）対象区域
• 移転促進区域（※）

※ 災害が発生した地域又は災害危険区域（建築基準法第39条）のうち、住民の
生命、身体及び財産を災害から保護するため住居の集団的移転を促進する
ことが適当であると認められる区域

（２）採択要件
• 住宅団地の規模が10戸以上である、移転しようとする住居の数が20戸を超える場

合はその半数以上であること

（１）対象区域
• 建築基準法第39条第1項又は第40条に基づく条例により建築が制限される区域
• 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第8条に基づき指定された「土砂災害特

別警戒区域」
（２）採択要件
• 事業計画に基づく移転であること
• 既存不適格住宅、又は建築後の大規模地震、台風等により安全上の支障が生じ、特定行政庁が是正勧告等を

行った住宅であること

補助対象

（１）住宅団地の用地取得造成
（２）移転者の住宅建設・土地購入に対する補助（借入金の利子相当額）
（３）住宅団地の公共施設の整備
（４）移転促進区域内の農地等の買い取り
（５）住宅団地内の共同作業所等
（６）移転者の住居の移転に対する補助

（１）除却等費
• 危険住宅の除去などに要する費用で撤去費、動産移転費、仮住居費、跡地整備費等（限度額：802千円/戸）
（２）建設助成費
• 危険住宅に代わる新たな住宅の建設（購入を含む）のため、金融機関等から融資を受けた場合の利息に相当

する額
• 借入利率：年8.5％を限度、限度額：4,150千円/戸（建物3,190千円/戸、土地960千円/戸）

※ ただし、特殊土壌地帯、地震防災対策強化地域、保全人家10戸未満の急傾斜地・崩壊危険区域、出水に
よる災害危険区域及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法第３条第１項に基づき指定された推進地域の場合：7,227千円/戸（建物4,570千円/戸、土地2,060千
円/戸、敷地造成597千円/戸）

事業実施主
体

市町村（特別な場合は都道府県） 市町村（市町村が事業主体となりがたい事情がある場合は都道府県）

補助内容 補助率 ３／４ 交付率 １／２

事業
イメージ

6-2．復興まちづくりとの連携
(3)自力再建に向けた用地の確保



【防災集団移転促進事業における既往の特例措置】

 過去の防災集団移転促進事業において、東日本大震災及び新潟県中越地震の被災地については下記の特例措置が講じられた。

〔国土交通省資料より内閣府作成〕
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防災集団移転促進事業における過去の特例措置

東日本大震災
（平成２３年）

◆移転する被災者の負担の軽減
• 住宅団地における住宅建設等補助の限度額引き上げ（４０６万円→７２２．７万円）

◆被災自治体の財政負担の一層の軽減
• 住宅団地の用地取得造成費の限度額の引上げ
• 用地取得造成費の単価に２３,９８０円／㎡を加算
• 国土交通大臣が認める場合は、限度額を適用除外
• 国土交通大臣が認める場合は、住宅団地の 公共施設整備費の限度額を適用除外
• 補助対象経費の合算限度額を撤廃
• 復興交付金及び震災復興特別交付税による地方負担の解消

◆住宅団地への多様な施設の立地促進
• 住宅団地の分譲住宅敷地等の用地取得造成費を補助対象に追加（国土交通大臣が認める場合で、用地

取得造成費から譲渡価格を控除した額が補助対象）
• 公益的施設用地の取得造成費を補助対象に追加

◆被災地の状況への対応
• 住宅団地の戸数要件の緩和（１０戸以上→５戸以上、移転住居数の半数以上（国土交通大臣が認める場

合は適用除外））
◆道県の役割の拡大
• 事業計画策定主体に道県を追加

新潟県中越地震
（平成１６年）

◆移転する被災者の負担の軽減
• 一般地域よりも高い補助基本額（「特殊土壌地帯」と同様の措置）を適用

◆被災地の状況への対応
• 移転先の住宅団地の最低規模を現行の１０戸以上から５戸以上に緩和

6-2．復興まちづくりとの連携
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【南海トラフ地震対策特別措置法の特例による集団移転促進事業】

 南海トラフ地震対策特別措置法第16条に規定する特例を受けて実施される集団移転促進事業の補助対象経費については、通常に比べ、
以下の事項が拡充されている。
・住居の移転に関連して移転が必要と認められる要配慮者施設（高齢者、障害者、乳幼児、児童、生徒その他迅速な避難の確保を図るため
特に配慮を必要とする者が利用する施設）の敷地の用地取得及び造成（関連する公共施設整備を含む。）以下同じ。）に要する経費を補助
対象化

・当該要配慮者施設の敷地の用地取得及び造成に要する経費を現行の補助限度額に追加
・住宅団地（要配慮者施設含む）の用地を譲渡する場合における、当該住宅団地の用地取得及び造成に要する経費が当該住宅団地の用
地の譲渡対価を超える場合の差額を補助対象化

・要配慮者施設に関連する住居（以下、「関連住居」）が多数存在していることなどにより、関連住居等の移転を１つの集団移転促進事業で
実施することが困難な場合は、「関連住居等の移転に関する計画（全体計画）」を集団移転促進事業計画と併せて提出することで、合意形
成が図られた地区から順次段階的に集団移転促進事業を実施する、集団移転促進事業の弾力的な運用が可能

 ただし、要配慮者施設の用に供する土地の取得及び造成を行う場合においては、
・要配慮者施設の用に供する土地の面積は当該要配慮者施設の移転前の土地の面積と同等の面積を上限とすること
・要配慮者施設の用に供する土地については、当該土地の取得及び造成後に要配慮者施設の所有者又は管理者に譲渡することを基本と
すること

等が要件となっている。
 また、拡充内容の活用にあたっては南海トラフ地震対策特別措置法に基づく津波避難対策緊急事業計画に防災集団移転促進事業を記載

する必要がある。この場合、あわせて防集法第3条に基づく防災集団移転促進事業計画を策定する必要があり、手続きを並行して進めるこ
とが必要 となる。

地方財政措置

1）地方負担分については一般補助施設整備等事業債の対
象（充当率90%）。その元利償還金の80%を特別交付税措
置。

2）一般財源分についても50%を特別交付税措置。
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【防災集団移転促進事業の柔軟な運用】
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複数の移転促進区域から、ひとつの
住宅団地へ移転するケース

 移転促進区域は、ひとつの地
区に限定せず複数の小規模
な集落で設定することも可能。
（ひとつの住宅敷地だけを設
定することも可能）

ひとつの移転促進区域から、複数の
住宅団地に移転するケース

 ひとつの移転先（住宅団地）に
は５戸以上の住宅建設が必要。

 必ずしも隣接して整備する必
要はない。

移転促進区域内で、移転のタイミン
グが異なるケース
（一部被災者の移転反対等の意見の
ために合意形成が進まなくなり、防
集事業の実施そのものが遅れること
を防ぐ目的）

 同じ時期に移転が進まなくて
も、移転に賛成する被災者を
対象に移転促進区域を設定す
ることが可能。

 事業を進めながら移転反対者
を含む全体の合意形成を進め、
適宜事業計画の変更が可能。

 防災集団移転促進事業は、危険な区域からの住宅の集団的な移転を促進するものであり、事業を実施する地方公共団体は、移転促進区
域内の住民の意向を尊重しつつ、すべての住宅が移転されるよう配慮する必要がある。

 ただし、移転促進区域内の全ての住民が同じ移転先に行かなければならないわけではなく、移転促進区域や移転先の設定、また移転のタ
イミングについては柔軟に対応することが可能である。

 上記のような柔軟性について、国土交通省では、平成２５年９月に防災集団移転促進事業の運用について「ガイダンス」を作成している。

（後年になって賛成、移転）（当初は移転に
反対）

〔国土交通省「東日本大震災の被災地における市街地整備事業の運用について（ガイダンス）より内閣府作成〕

（移転促進区域A）

（移転促進区域B） （移転促進区域C）

（住宅団地（移転先））

（住宅団地A（移転先））

（住宅団地B（移転先））

（移転促進区域）

（移転促進区域） （住宅団地（移転先））
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【災害廃棄物の仮置場・処理ヤードの確保】

 熊本県では、災害廃棄物処理実行計画（第１版）（H28.6）において、「2年以内の処理終了」「70％以上の再生利用率」を目標。
 県内の災害廃棄物推計量は約195万ｔ （新潟県中越地震の３倍以上）。うち熊本市は約81万ｔで、同市の平成27年度年間総排出量の約３倍。
 市町村により、県内に58箇所の一次仮置場が設置（H28.5末現在）。
 熊本県が被災住家の建築廃材等のための二次仮置場及びこれらの破砕・選別等を行う施設を設置し、このような市町村における処理が困難

な事務については、事務委託を受けて県が処理（H28.7現在、７市町村が委託）。
 なお、二次仮置場・処理ヤードの用地については、ある程度の広さが確保できた県有地を活用。

災害廃棄物の処理・最終処分の流れ

〔熊本県災害廃棄物処理実行計画（第１版）（平成28年6月）〕

市町村ごとの仮置場の設置状況

中間処理

被
災

災
害
廃
棄
物
の

発
生
・
分
別

仮置き(集積)

一次仮置
設置/受入

再生

破砕
選別等

焼却

最
終
処
分収集

運搬

粗
分
別

二次仮置
設置/受入

運搬

再
生
利
用

運搬
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※二次仮置場・処理ヤードでは、被災した住家から出るコンクリートがら、瓦、柱等の建築廃材等を３
つのヤードで受入・仮置後、処分先へ搬出（一部は分別、破砕、選別等の中間処理を実施）。

二次仮置場・処理ヤードの配置

ｺﾝｸﾘｰﾄがら・瓦・畳
仮置ヤード
（約１．５ha）

木くず
仮置・処理ヤード

（約１．７ha）

混合廃棄物・布団
仮置・処理ヤード

(約３．４ha)
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